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事業事前評価表 
 
１．案件名                                        

国 名：モンゴル国 
案件名：国税庁徴税機能強化及国際課税取組支援プロジェクト 

Project for Enhancing Tax Collection Operation and International Tax Issues of Mongolian Tax 
Administration 

 
２．事業の背景と必要性                                  

（1）当該国における税務行政の現状と課題 
1990年に社会主義体制から市場経済に移行したモンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）は、

1993年に一般税法を成立させるなど、近代的な徴税システムを導入してきた。モンゴル国税

庁（General Department of Taxation：GDT）は徴税制度の基盤を整備し、税収を上げることを

主な目的として掲げてきた。2011年現在、税収は歳入の82～84％を占め、同所得水準の国（対

GDP比率36～38％）に比較して高い税収比率を確保している。その一方、モンゴルの法人所

得税は課税ベースが非常に狭く、多くの企業が法人所得税の納税を免除されている。モンゴ

ル企業約7万3,000社のうち実際に納税しているのは約半数といわれ、大企業320社が法人所得

税全体の85.5％を納付している。法人所得税には多額の徴税コストがかかっているが、一般に

納税コンプライアンスが低く、滞納残高及び徴税コストの増加が課題となっている。GDTに
よると現在の滞納額は2,000億モンゴル・トゥグルグ（税収の10％程度）とも認識されており、

滞納防止や滞納処理のための徴収能力の向上や催告制度等の改善が求められている。 
また、近年モンゴルでは、銅や石炭等の鉱山開発が活発に進められており、多くの多国籍企業・

外資企業が進出している。しかし、モンゴル税法では国際課税に係る制度が未整備で、税法解釈

や国際課税に関する運用が脆弱であり、これら国際企業の過度の租税回避行為への対策が不十分で

ある。制度整備や税法解釈等を十分に行うために国際課税に関する知見を有する人材が必要である

が、人材不足が顕在化しており、国際課税分野の人材育成、実務基盤の整備が課題となっている。 
 
（2）当該国における税務行政の政策と本事業の位置づけ 

モンゴル経済は、1990年代には市場経済体制への移行による混乱で、極度の物不足となり、

深刻な危機に陥った時期もあった。しかし、わが国をはじめ、各国からの経済協力やIMFなど

国際機関の指導・助言の下、危機を克服し、大胆な自由化・構造改革が推進されている。 
中長期的な政策として、モンゴル政府は2012年9月に「政府行動計画2012～2016」を策定し

た。本計画の第一項、「自由市場に立脚した自立的かつ競争力のある経済を築くため予算、歳

入及び金融の支えのある政策実施（以下略）」にあるとおり、税務は国家財政の根本を支える

重要な業務であるととらえられている。また、モンゴル側は、税制並びに税務行政に係る2つ
の改革である、Mid-term National Taxation Development Plan（2012-2015）とThe Second Stage of 
Tax-Reform（2012-2016）を実施している。これらの改革では、モンゴル政府が、効率的・効

果的かつ透明性の高い徴税業務の確立や、国税庁の徴税機能の強化を通じて、持続的・健全

な財政に不可欠な中長期的な税収を確保することがめざされている。本プロジェクトはこれ

ら改革の方向性に合致したものである。 



 

ii 

（3）税務行政に対するわが国及びJICAの援助方針と実績 
わが国政府により、2012年5月に改訂された「対モンゴル国 国別援助方針」においては、「鉱

物資源の持続可能な開発とガバナンスの強化」の重点分野が設定されており、「鉱物資源関連

の歳入増加を長期的経済発展につなげるため、行政能力や透明性の向上による財政管理・金

融機能の強化、高度な知識・技術を有する人材育成、関連法・制度整備やその運用能力の向

上等のガバナンス体制の確立・定着に向けた支援を実施する」としている。 
JICAはモンゴルの市場経済体制移行を支援する協力の一環として、1998年より徴税制度構

築や納税者情報システム構築など、モンゴル国税庁の機能強化に向けた枠組みづくりを支援

してきた。 
2006年からはそれまでの協力の集大成として、先に実施された開発調査で策定された「短

期行動計画」に基づいた①人材育成体系の構築、研修システムの実施支援、並びに②公平か

つ公正な徴税業務の実現に係る技術移転、③納税者サービスの向上に向けた知的支援の3つの

コンポーネントから構成される技術協力プロジェクト「税務行政強化プロジェクト」を2008
年まで実施した。同プロジェクトの事後評価によると、申告実績の改善、税務調査による追

加徴税の効率性の改善が達成され、滞納処分についても徐々に改善効果が発現してきている。

しかし、徴収分野に関しては対応すべき課題が残されており、また同プロジェクトでは国際

課税分野には取り組んでいなかった。 
 
（4）他の援助機関の対応 

USAID：納税者サービスセンターにおける顧客サービス向上支援（2013年2月～2013年5月） 
IMF：大型納税者税務行政強化（2009年12月～2014年2月）、租税条約の是正に向けた調査等 
世界銀行：税制改革支援、租税データベース構築支援（2010年3月～2013年12月） 

 
３．事業概要                                       

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本プロジェクトは、モンゴル国ウランバートル（国税庁）において、国際課税分野の知識・

技能習得、実務基盤の整備及び、徴収手続きの改善を行うことにより、モンゴル国税庁の国

際課税と徴税に関する能力強化を図り、もってモンゴルにおける税務行政の適正かつ公正な

執行に寄与するものである。 
 
（2）プロジェクトサイト/対象地域名 

本プロジェクトは、モンゴル国ウランバートル（国税庁）及び21県、ウランバートル市・

区（税務署）を対象としたものである。 
 
（3）本プロジェクトの受益者（ターゲットグループ） 

【国際課税】 
モンゴル国税庁（GDT）傘下のモンゴル税務局（Mongolian Tax Administration：MTA）1の税

                                                        
1 MTAは国税庁（GDT）及び、首都や県、地区の税務局や税務署、ソムの税務部及び税務調査官から構成される。（The National 

Tax Administration shall be comprised of the General department of taxation, tax departments and offices of the capital city, aimags and 
districts; and tax units in soums, and state tax inspectors.） 
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務職員（30～40名程度）、研修センターで国際課税の教育を担当する研修講師（1～2名程度） 
【徴収業務】 

設置予定の催告コールセンター職員 
 
（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年11月～2016年10月（計36カ月） 
 
（5）総事業費（日本側） 

2億5,000万円（概算額） 
 
（6）相手国側実施機関 

モンゴル国税庁（General Department of Taxation） 
 
（7）投入（インプット） 

＜日本側＞ 
1）専門家 
・短期専門家（総括、国際課税、徴収業務など、3年間で50人/月程度） 

2）本邦研修 
・国際課税（参加者最大20名×最長2週間×3回/プロジェクト実施期間） 
・徴収（参加者最大10名×約1週間×1回/プロジェクト実施期間） 

3）機材 
・供与機材 
催告センターの日常業務に必要な機材 

・専門家のその他の携行機材 
 

＜モンゴル側＞ 
1）カウンターパート機関職員 
・プロジェクト・ディレクター：国税庁長官 
・プロジェクト・マネジャー：税務行政・協力局局長 
・カウンターパート：（以下、「C/P」と記す） 

（税務行政・協力局2名、リスク管理局1名、納税者サービス局1名、徴税管理・指導局1
名、国家予算歳入管理局1名、研修センター1名） 

2）施設及び設備 
・プロジェクト用執務室 
・セミナー/ワークショップ用教室 
・その他妥当な施設及び設備 

3）ローカルコスト負担 
・供与機材のメンテナンス費用 
・研修センターが実施する研修のコスト 
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（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 
1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

該当せず 
2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

該当せず 
3）その他 

該当せず 
 
（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 
なし 

2）他ドナー等の援助活動 
世界銀行（WB）がGDTにおいて、個人・法人の所得税、付加価値税を対象としたデータ

ベース構築プロジェクトを実施中である。またIMFは、2009年12月から2014年2月にかけて

大型納税者税務行政強化、租税条約の是正に向けた調査等を実施している。こうしたプロ

ジェクトや調査は本プロジェクト内容とも関連するため、本プロジェクトの進捗に応じて、

他ドナー（世界銀行、IMF、USAID、ADB等）との情報共有を行う。 
 
４．協力の枠組み                                     

（1）協力概要 
1）上位目標：モンゴルにおける税務行政が適正かつ公正に執行される。 
指標1：国際課税に関する規則とガイドラインが施行される。 
指標2：プロジェクトの結果、国際課税に関する法改正のための提案とその改正案が示され

る。 
指標3：税務行政全般への満足度が向上する。 

 
2）プロジェクト目標：MTAの国際課税と徴税に関する能力が強化される。 
指標1：必要な資格要件（2年以上の業務経験かつ、モンゴル国内で実施される国際課税に

関する研修の試験の合格者）を満たした職員が、特定された国際課税と徴税に関す

る能力を必要とする部署に配属される。 
指標2-1：情報交換（Exchange of Information：EOI）ユニットが設立され運用が開始される。 
指標2-2：諸省庁と情報交換を行うための合意文書が作成され、その下で、EOIに必要な基

礎的な情報が収集される。 
指標2-3：EOIユニットに問い合わせを送付した国のリスト及びその件数。 
指標3：通常の税務調査において発覚した国際課税に関する事案例の件数。 
指標4-1：催告センターで対応した滞納整理の件数。 
指標4-2：各地域の税務署における徴税効率が向上する。 

 
3）成果及び活動 
成果1：国際課税に関する基礎的な知識及び技能が習得される。 
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指標1-1：モンゴルの国際課税に関連する法令、規則及びルールに対するレビューの報告書

の作成。 
指標1-2：租税条約運用上の手順・手続きを明確化した報告書の作成。 
指標1-3：C/P機関の国際課税に関する能力習得ニーズ分析をした報告書の作成。 
指標1-4：資格要件を満たした職員20名が、日本で実施する国際課税に関する入門レベルの

トレーニングを修了する。 
指標1-5：国際課税に関する研修を、最低40名の資格要件を満たす研修受講者が受講する。 
 
活動1-1：国際課税に関するモンゴルの法令・規則・ルールに関する情報収集を行う。 
活動1-2：締結済みの租税条約に関する評価（日本・国際規準等との比較等）を行い、国内

法の規定の改善・運用等に関する提言・助言を行う。 
活動1-3：国際課税に関するC/P機関の知識・経験を分析し、その習得ニーズをベース・ライ

ンとして把握する。 
活動1-4：本邦研修において国際課税に関する概論を紹介する。 
活動1-5：モンゴルにおいて国際課税に関する実務での実践が可能な基礎的研修を実施する。 
 
成果2：国際課税の実務を実施するための基盤が整備される。 
指標2-1：現在の情報管理の状況に関する分析レポートが作成される。 
指標2-2：「OECD Model Tax Convention on Income and on Capital（邦訳：OECD所得と財産に

対するモデル租税条約）」のモンゴル語翻訳。 
指標2-3：国際課税に関する人材育成計画が承認される。 
指標2-4：既存の国際課税に関する研修カリキュラムのレビューと修正が完了する。 
指標2-5：国際課税に関する教材と教科書が作成される。 
指標2-6：最低でもX名の研修センターの講師候補者が、国際課税に関する講師養成訓練を

受ける。 
指標2-7：国際課税に関する調査に関するフォローアップトレーニングが行われる。 
 
活動2-1：MTAの納税者とEOIに関する活動に関連した情報管理の現状に関する分析を行い、

その報告書を作成する。 
活動2-2：日本のEOIに関する基礎的な知識を教える。 
活動2-3：研修用テキストとして使用する「OECD Model Tax Convention on Income and on 

Capital」をモンゴル語に翻訳する。 
活動2-4：1-4並びに1-5の結果に基づきGDTにおける人材育成計画を立案する。 
活動2-5：国際課税に関する既存の研修カリキュラムと教材を、プロジェクトが提供した日

本の教材とも比較しながらレビューする。 
活動2-6：研修センターが実施する一般の税務署職員向け研修に使用するために、既存の教

材を修正する。 
活動2-7：国際税務に関するトレーナートレーニングを実施する。 
活動2-8：日本での研修から帰国した職員の配属先における国際課税に関する業務の従事状

況をモニターし、ピアレビュー実施のための準備をする。 
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活動2-9：ピアレビューにおいて中級レベルの調査官の国際課税分野に関する業務のフォロ

ーアップを行う。 
活動2-10：GDTのニーズに基づき日本国税庁（National Tax Agency of Japan：NTA）による

中級レベルの国際課税に関するトレーニングを実施する。 
 
成果3：MTAの徴収手続きが改善される。 
指標3-1：現在行われている徴税に関する方法やその他の制度に関する調査の結果がJCCで

共有される。 
指標3-2：必要とされる滞納整理手法が明らかにされ、内容が整理される。 
指標3-3：設立予定の催告センターに関する基本的原則、規則、実務要領がレポートにまと

められる。 
指標3-4：催告センターが設立される。 
 
活動3-1：モンゴルにおける徴収部門の滞納整理業務（含滞納処分、滞納整理）の現状の課

題を分析し、その結果を日本での研修において発表する。 
活動3-2：日本において広く行われている滞納処理の方法を紹介する。 
活動3-3：滞納整理の方法（秘匿資産の調査、分割払い、納付期限を過ぎた納税者への電話

による催告、インターネットを利用した公売など）についてモンゴルにおいて効

果的な滞納整理のオプションを議論し、必要な助言を行う。 
活動3-4：GDTに対し、滞納者を対象とする催告センターの設立に必要な基本的な考え方、

ルールや業務手順を助言する。 
活動3-5：催告センターの日常の運営と改善に関する助言をする。 

 
4）プロジェクト実施上の留意点 

a）プロジェクト目標・上位目標達成に向けた流れ 
協力概要に示すように、本プロジェクトは3つの成果で構成されている。成果1と成果2

は国際課税に関する能力強化、成果3は徴税に関する能力強化と、2つの課題に対処する

プロジェクト・デザインである。成果1と2は相互に関連しており、成果1では、国際課税

に関するモンゴル国内の現状把握と、将来実務者となりえる職員の基礎研修を、成果2で
は、成果１で調べたモンゴル国内の現状把握に基づく実務者育成研修、将来的国際課税

の実務を担当し他国とも交渉できる人材の育成並びに研修講師の育成を行う（活動2-7～
2-10）。また、EOIユニットなど実施体制も構築する。 

これら成果1、2により国際課税の体制構築強化を図る。 
また成果3では制度改訂、催告センターの開設により、徴収手続きの改善を行う。    
これら成果1～3を通じて、プロジェクト目標にある能力強化が達成される。能力が強

化され、能力のある人材・実施体制による税務行政が実施されるとともに、これら経験

を踏まえて、成果2で育成されたコア人材が国際課税の法制度改訂に貢献することで、上

位目標の達成につながる見込みである。 
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b）国際課税分野の人材育成方法 
人材育成については、対象者をコア職員とそれ以外の全税務署職員に分け、役職に応

じた知識と実務能力の育成を図ることとする。 
コア職員については、将来的に国際課税の実務を担当し他国とも交渉する可能性があ

るため、国際的スタンダードの知識の取得と業務について知見を蓄積することを目的に、

国税庁職員から選抜された職員を中心に、①本邦研修への参加（20名）、②日本の税務大

学校のカリキュラムを基に作成するモンゴル国内の基礎コースの履修（40名）、更に②の

試験の成績を勘案して選抜された職員（20名）を対象にした、本邦研修並びに高度な研

修を実施することとする。 
一般の税務署職員については、既存のトレーニングセンターを活用し人材育成を行う。

将来的には通常の税務調査で国際課税について企業へ質疑応答ができる職員の育成を目

的とする。 
 

c）NTAとのスケジュール調整の重要性 
2014年の本邦研修の日程は既に決定済みである。また、2015年以降の本邦研修の実施

時期と研修内容は、2015年6月末までに大まかな要望を伝えることが必須である。その他、

2015年以降のNTAからの派遣は、日程並びに内容ともにMTAの要望や、C/Pの動向、意向

等をよくモニターし、その結果をNTAと調整のうえ、派遣要請をする。 
 

d）ピアレビュー実施の趣旨とその重要性 
2016年6月ころをめどに研修受講者の習得度や応用力を最終的に評価する機会として、

ピアレビュー（Peer Review & Training）を実施する2。本邦研修終了後それぞれを一旦元

の職場（一部は新しい職場）に戻し、業務に従事させる。通常の業務に従事する期間は、

おおむね1年程度となる予定である。それぞれの職場における日常の業務において、国際

課税に関連する経験を収集することが期待される（実際の業務では、「国際課税」に特化

した業務はほとんどないと思われる。通常の調査や査察等の現場で国際課税に関する業

務にふれることが期待される）。研修受講者は、約1年の業務のなかで、経験した国際課

税に関連する事例・質問、課題等に対して問題意識をもって業務にあたる。その経験を

集約し、「ケース・スタディ」として取りまとめその結果をピアレビューの場にもち込む。

参加者同士は、それぞれの職場での経験を他の参加した研修受講者と共有する。そこで

発表あるいは、共有される事例を用いて事例研究を行う。 
また、NTAから参加する専門家も、日本や海外での新しい事例等を紹介する。派遣専

門家のファシリテーションによって、提示されたさまざまな事例の研究を行う。これに

よって、新しい学びの機会をつくる。中核的な20名による同僚同士で学び合う、研究す

る風土をMTAにつくることが目的である。これにより、MTAに学習する組織を形成する

基礎をつくることをめざす。 
 

                                                        
2 この会合の基本となる考え方は、Kolb のExperiential Leaning Cycleモデルを援用している。Kolb, David. Experiential Leaning, 

Experience as the Source of Learning and Development. 1984 Prentice-Hall, Englewood Cliffs, New Jersey 
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５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）                      

（1）事業実施のための前提 
・必要な語学（英語をはじめとする外国語）及び税務・会計に通じたC/Pが適切に配置される。 

 
（2）成果達成のための外部条件 

・成果1. 本件実施のためモンゴル国税庁に割り当てられる予算に大きな変化がない。 
・成果2. 組織や人員に関して大きな変化がない。 
・成果3. 税金滞納者が滞納分を支払う意思がある。 
・成果3. モンゴル経済が安定的に成長する。 

 
（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・関連法令、規則整備に対する取り組みに大きな変化がない。 
・納税者が現在の徴税政策・慣行に従う。 

 
（4）上位目標達成のための外部条件 

・国際取引に関する課税政策に大きな変更がない。 
 
６．評価結果                                       

本事業は、モンゴルの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は大きい。 
 
７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                         

（1）当該プロジェクトの教訓 
モンゴル「税務行政強化プロジェクト」（協力期間：2006年1月～2008年7月）の事後評価教

訓では、シャトル型短期専門家派遣においては、有能な現地コーディネーターを確保する、

現地コーディネーターを効率的に活用しながらC/Pとの共同作業方法を工夫する等の要素を

含めることで、高いレベルでの成果達成と持続性を高めることの可能性が指摘された。 
また、カンボジア国「国税局人材育成プロジェクト（フェーズ2）」（協力期間：2007年6月

～2010年6月）の終了時評価では、教訓として、組織の能力強化を達成するために、技術移転

の成果の共有や日常業務への適用、体系的な人材育成体制の確立などを支援する具体的な活

動や投入を組み込んだプロジェクト・デザインが必要であることが指摘されている。 
 
（2）本事業への教訓の反映 

上記の教訓並びに過去の経験を基に、本プロジェクトでは以下の諸点に留意する。 
本プロジェクトでは、税務行政のなかでもとりわけ専門性の高い国際課税分野を扱ってお

り、C/Pとの正確なコミュニケーションが重要である。日本人専門家は短い派遣期間のなかで、

C/Pの意見や自発性を尊重し、業務を遂行することが求められている。このような専門性の高

い分野であることを考慮し、有能な現地コーディネーターを確保することで、C/Pとのコミュ

ニケーションの質を高め、効率的に業務を遂行できるように留意する。 
国際課税分野では体系的な人材育成への取り組みが必要である。カンボジア案件の教訓か
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ら、体系的な取り組みのために、コア職員と、それ以外の全税務署職員という2つのカテゴリ

ーの人材を育成し、育成した研修講師から継続的に実務者が育成される仕組みをつくり、組

織としての能力強化を図る。 
催告センターの運営は過去のサービスセンター支援等で得られたさまざまなノウハウ（納

税者視点のサービス、有益な情報の提供など）を生かし、催告に係る正確な状況を反映し、

正確な納税手続き、法令根拠等を正確に説明・提供できるよう務める。また、取り扱う情報

の性質から情報の秘匿・個人情報の保護などにも配慮し、日常業務への反映に取り組むこと

とする。 
 

８．今後の評価計画                                    

（1）今後の評価に用いる主な指標 
４．（１）のとおり。 

 
（2）今後の評価計画 

事業開始4カ月以内 ：受注者による現状把握及び分析調査（レビュー・レポート） 
事業中間時点 ：中間レビュー 
事業終了6カ月前 ：終了時評価 
事業終了3年後 ：事後評価 
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第１章 詳細計画策定調査団の派遣 
 
１－１ 調査の背景 

モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）は1990年に社会主義体制から、自由選挙による複数政

党制へ移行し、1992年の新憲法公布後はともに直接選挙で選出される一院制の国家大会議と大統

領が並立する民主化が進められた。このプロセスでは、国際機関や西側諸国の支援により、急速

な市場経済化が進められた。しかし、1920年代から続いた社会主義経済下では近代的な徴税シス

テムが存在せず、この体制を引き継いだモンゴルは、歳入不足による慢性的な財政赤字に苦しん

でいた。モンゴルは、公共財政管理を強化するためにさまざまな施策を実施してきた。1993年に

は一般税法を成立させ、徴税制度の基盤を整備するとともに、国税庁の徴税能力強化に取り組ん

できた。こうしたなか、わが国は、モンゴルの税務分野に対するJICAによる技術協力を1998年か

ら10年間にわたって実施してきた。直近では、技術協力プロジェクト「税務行政強化プロジェク

ト」（2005年8月～2008年7月：国税庁検査官のキャパシティビルディング）を実施した。 
2011年現在、税収は国家歳入の82～84％を占めており（対GDP比率36～38％）同所得水準の国

に比較して高い税収比率となっている。一方で、法人所得税の課税ベースが非常に狭く企業の多

くが法人税の納税を免除されており、モンゴル企業約7万3,000のうち実際に納税しているのは約半

数といわれ、法人所得税全体の85.5％は320の大企業が納めている。特に法人所得税については徴

税に多大な行政コストがかかっているにもかかわらず、納税者コンプライアンスが低い状況であ

り、滞納残高及び徴税コストの増加も課題となっている。これらの課題に対処するためには、滞

納発生防止のための注意・催告業務催告制度の導入もしくは徴収事務手続きの改善を検討する必

要がある。 
またモンゴルは銅や石炭等の鉱山開発が盛んであり多国籍企業を含む外資企業が進出している

が、モンゴルの税法は国際課税に関する法制度が未整備であり、現行税法の解釈及びその施行が

不十分なため外資企業からの適切な徴税が適切に行われていないのが実状である。制度整備や税

法解釈等を十分に行うために国際課税に関する知見を有する人材が必要であるが、人材不足が顕

在化しており、国際課税分野の人材育成、実務基盤の整備が課題となっている。 
 

１－２ 技術協力プロジェクトの要請 

モンゴル政府は、更なる国税庁の徴税機能の強化をめざし、昨今の鉱山資源の開発の進展に伴

い、多数の外資系企業・国際資本が同国に進出することにかんがみ新たな課題となった国際課税

に係る制度を整備することと、公平かつ透明な租税制度の整備と税収の確保を目的として、「国税

庁徴税機能強化及国際課税取組支援プロジェクト」を日本国政府に要請した。要請書によるプロ

ジェクト枠組みの概要は以下のとおり。 
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プロジェクト要請内容 

カウンターパート

機関 
モンゴル国税庁（General Department of Taxation：GDT） 

実施期間 2年間（2013-2015） 
上位目標 納税催告センターを設立することにより、徴税費用が削減され滞納整理される。

税務情報相互交換ユニットが設立されることによって二重課税防止条約が円滑

に施行され脱税防止につながる。 
多国籍企業の税務リスク評価改善による移転価格課題が解決され税務検査が適

切に実施される。 
プロジェクト目標 1. 徴収業務の改善 

2. 税務情報交換独立ユニットが設置される。 
3. 国際課税に係る問題が改善される。 

成果 1.1 日本の税務署の経験に基づき、納税者催告センターを設立する。 
1.2 催告センター設備を投入し、運営規則等を策定する職員等を対象にOJTを

行う。 
1.3 催告センター業務マニュアル策定・運営に係る助言 
1.4 日本の税務署における研修を実施する。 
2.1 税務検査員の知識及び能力を向上させるための本邦研修・現地研修を実施

する。 
2.2 国内外の研修実施 
2.3 法的環境整備 
3.1 移転価格の法的環境が整備され、規則・マニュアルが策定される。 
3.2 多国籍企業のリスク管理改善 
3.3 国際課税関係の法的環境が整備、規則マニュアルの策定 

 
１－３ 調査の目的及び対処方針 

１－３－１ 本調査の目的 
本調査は現地調査を実施することにより、案件の要請内容に関する情報収集や、税務行政を

とりまく現状と課題を整理するとともに、本件協力にあたって評価5項目（妥当性、有効性、効

率性、インパクト、持続性）に沿って評価する。加えて、モンゴル政府とともにプロジェクト

の詳細活動計画（案）について協議・合意し、その内容をM/Mとして取りまとめ、署名する。 
 

１－３－２ 対処方針 
モンゴルから提出された要請書の内容を検討した結果、調査団は以下の方針に基づいて、調

査を行うこととした。 
・既に得られている情報に基づき現地調査を行い、モンゴルから要請されている案件の内容

や背景、課題、将来計画、他国からの支援状況などを確認する（技術協力プロジェクトと

しての妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性などの確認）。 
・モンゴル側からの要請内容の確認及び調査に基づいて、以下項目については表1-1記載のと

おり、日本側提案を行う。 
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表１－１ 日本側提案事項 

項目 調査前の日本側提案事項 
コンポーネント 1：
国際課税への取り組

みについて 

国際課税については国際的スタンダードがOECDを中心に作成されて

おり、租税条約についてもOECDモデル租税条約がOECD加盟国で使用

され、加盟国以外でも二国間交渉で広くベースとして使用されている。

また国際課税の目的が、国内法と各国との租税条約ネットワークを法

的な基礎とし、国際的租税回避への対応等を通じて、適切な課税権を

確保しつつ、経済の活性化のため投資交流の促進、国際的な二重課税

を調整することであることから、国際的スタンダードに基づいた他国

との高度な交渉能力が求められる。これより、1月にモンゴル側と面談

した際は、モンゴル側よりOECDに加盟していないこともあり当初から

高度な国際スタンダードをめざすのではなく、モンゴルがめざせるレ

ベルをまずはめざして活動したいとのコメントがあった。しかしなが

ら、独自の活動を行っていた国がその後不都合からOECDスタンダード

に準拠するようになった例もあり、将来的なモンゴルの経済活動を見

据え、今後日本と租税条約を締結する可能性があることを考慮し、国

際的スタンダードに基づいた支援を行うことを提案する。 
コンポーネント 2：
徴税率の改善、滞納処

理の課題について 

要請では、滞納処理に係る業務改善も目的に、日本の経験を生かし、

滞納発生防止のため納税者に納税期日に先立ち、納税額、納税期日、

期日に遅れた場合の課徴金額を伝えるための納税者催告センターの設

立及び運営についての支援要請を受けている。しかし、日本の催告コ

ールセンターは滞納者を主たる対象としておりモンゴル側が希望する

サービスとは差異がある。これは、課題別研修に参加した参加者が何

らかの誤解をしたものと推測する。 
日本では租税収入の確保のため、モンゴル側が要請した滞納発生を未

然に防ぐ方法のみならず、滞納残高の圧縮に取り組むため、国税債権

の適切な管理や滞納者の態様に応じた徴収事務を行っていることか

ら、日本の取り組みはモンゴルでも有益だと考える。 
以上より、要請内容と現地での調査内容に基づき、納付期限の前、後

の徴税業務改善支援として、以下2つのオプションを提示する。 
・案1（納付期限前の業務改善の場合：催告センター設立支援） 
・案2（納付期限後の業務改善の場合：徴収部門、滞納整理能力の向上

支援） 
各コンポーネントに

対する支援の割合 
国際課税への対応及びモンゴル内の徴税能力の強化についてのプロジ

ェクト投入割合について、国内業務についてはJICAによる10年以上に

わたる支援実績がありモンゴル側の能力も一定水準以上である一方、

国際課税については新たな分野のため支援に時間を要することを考慮

して、2つのコンポーネントに関する投入割合を、国際課税8割、国内

徴税能力強化2割程度とする。 
実施期間 要請書では2年間となっているが、特に国際課税については高度な内容

のため知識の習得だけでも相当程度の時間を要することから、3年間を

提案する。 

・また、想定されるプロジェクトの枠組み（目標、成果、活動、投入、実施体制等）につい

て、事前に準備したR/D案、PDM案、PO案を基に協議、合意する。 
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１－４ 団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 調査期間 

団長 岩井 淳武 JICAモンゴル事務所 次長 6月10日～6月22日

税務行政 織笠 直美 国税庁 国際業務課 教育官 6月15日～6月22日

評価分析 小野澤 雅人 株式会社 ピオニエ・リサーチ 6月 8日～6月22日

協力企画1 泉井 明子 JICA産業開発・公共政策部 行財政・金融課 6月12日～6月22日

協力企画2 サイハナ・A JICAモンゴル事務所 6月10日～6月22日

 
１－５ 調査日程 

調査の日程は表１－２のとおり。 
 

表１－２ 調査日程 
Activities 

Date 
 

Mr. Onozawa（評価分析） 
Ms. Orikasa 

（税務行政）

Mr.Iwai
（団長）

Ms Wakui（協力企画） 担当者、面談者 

8（Sat）  Dpt. NRT 
Arr. at UB 

   - 

9（Sun）  Preparation/Report writing    - 
 9：30 
 

･ JICAモンゴル事務所打合せ 
･ モンゴル税庁  

10（Mon） 

11：00  （要請内容確認等） 

 
 

  ･ モンゴル事務所所員サイハン

トヤ、トゥブシンオド 
･ 税務行政・協力局長Mr.Badral

 1：00 
 

･ 国際課税に係る担当職員への

ヒアリング 
 

16：00 
･ 納税者サービスセンター視察 

 

 ･ 税務行政・協力局シニア検査

員 Mr.B.Erdenebaatar 
･ 納税者サービス局長

Mr.D.Bayaraa 

11（Tue） 
10：00 ･ IMF、US Treasury Fund共同PJ

（大型納税者管理機能強化PJ
のC/P） 

 

 

 ･ 国家予算歳入管理局長

Mr.Enkhbat 

14：00 
 

情報交換ユニット担当課長・職

員へのヒアリング 
 

15：00 ･ WB（ITによる税務行政管理支

援PJのC/P） 

  ･ リスク管理局長

Mr.G.Batsaikhan 
･ 情報技術センターシニア職員

Ms.D.Enkhtuya 
 9：00 
 

催告センター担当課長・職員へ

のヒアリング 
12（Wed） 

10：30 コールセンター視察、現在の業

務内容についてヒアリング 

 

 

 ･ 徴税管理・指導局長Ms. S.Tuul
 
･ 納税者サービス局長

Mr.D.Bayaraa 
14：30 国際企業へのヒアリング  
15：30 ･ Leighton LLC 

･ Rio Tinto（Oyu tolgoi LLC） 

  Dpt. NRT 
Arr. at UB 

･ 経理担当 Ms.Uyanga 
･ 経理担当 Ms.Badamkhand 

 9：00  13（Thu） 
11：00 経済開発省外国投資登記・調整

局ヒアリング 

  内部監査PJセミナー視察  
･ 経済開発省外国投資登記・調

整局シニア職員 Mr. G.Gantulga
14：30 委託税理士協会へのヒアリング  
16：30  

  ･ 内部監査専門家チーム打合

せ（内部監査PJ） 
･ 会長Ms.Altanzaya 

10：00 ･ Monnis International LLC 14（Fri） 

11：00 ･ JICAモンゴル事務所打合せ 
  

･ Monnis International LLC 
･ JICAモンゴル事務所打合せ

･ 総括マネジャー 
Ms.Oyun-Erdene（経理担当

Mr.Bolat） 
 14：00 国税庁への追加ヒアリング   国税庁への追加ヒアリング ･ 税務行政協力局長Mr.Badral 

 報告書作成    15（Sat） 
  

Dpt. NRT 
Arr. at UB    

16（Sun）  Mission member MTG, Report writing    
 9：30 ･ JICAモンゴル事務所表敬、方針確認  
10：30 ･ モンゴル税庁表敬挨拶（長官） ･ 国税庁長官Mr.Batmagnai 

17（Mon） 

11：30 ･ 徴税管理・指導局長Ms.S.Tuulと追加ヒアリング

  

･ 徴税管理・指導局長Ms.S.Tuul
14：00 ･ モンゴル大蔵省 意見交換 

（国際課税に係る財政政策の確認） 
 

15：00 ･ 国税庁打合せ 

  ･ 大蔵省財政政策企画局歳入課

長Mr.Batbayar 
･ 研修センター長、人事担当、

税務行政協力局

Mr.Erdenebaatar 
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10：30 ･ WB 18（Tue） 

11：30 ･ ADB 

･ Senior Economist Mr. Tae Hyun 
Lee 

･ Economist Mr.Amar 
 14：00 

 
･ USAID 
･ 国税庁ミニッツ協議 

･ Mission Director Mr. Francis 
Donovan 

19（Wed） 11：00 日系企業①㈱伊藤忠 ･ 吉倉所長、経理担当Ms.Khulan
 15：30 ･ 国税庁ミニッツ協議  

20（Thu） 10：00 ･ 国税庁ミニッツ協議（午前中に内容を固め、国税庁長官及び経済開発省に説明予定）  
 14：00 ･ Khaan 銀行 ･ Financing Director 

Ms.Munkhbayar 
21（Fri）  ･ ミニッツにコメント等を反映作業  

15：00 JICAモンゴル事務所  
16：30 在モンゴル日本大使館 

 

22（Sat）  Dpt. UB Arr at NRT  報告書作成  
23（Sun）    報告書作成  

 
１－６ 主要面談者 

組織名称 役 職 氏 名 
国際協力機構モンゴル事務所 所長 加藤 俊伸 
 Representative サイハントヤA. 

 
Program Administrative 
Officer 

トゥブシンオド 

モンゴル税庁 長官 Mr. Batmagnai 
 税務行政・協力局長 Mr. Badral 

 
税務行政・協力局シニア

検査員 
Mr. B. Erdenebaatar 

 納税者サービス局長 Mr. D. Bayaraa 
 国家予算歳入管理局長 Mr. Enkhbat 
 リスク管理局長 Mr. G.Batsaikhan 

 
情報技術センターシニア

職員 
Ms. D.Enkhtuya 

 徴税管理・指導局長 Ms. S. Tuul 
 納税者サービス局長 Mr. D. Bayaraa 
 訓練センター長 Ms. Jarzansuren 
経済開発省外国投資登記・調整局 シニア職員 Mr. G.Gantulga 
委託税理士協会 会長 Ms. Altanzaya 
Rio Tinto（Oyu Tolgoi LLC） 経理担当 Ms. Badamkhand 
Monnis International LLC 総括マネジャー Ms. Oyun-Erdene 
世界銀行 Senior Economist Mr. Tae Hyun Lee 
アジア開発銀行 Economist Mr. Amar 
米国国際開発庁 Mission Director Mr. Francis Donovan 
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第２章 モンゴルにおける国際課税の現状 
 
２－１ モンゴル経済の現状 

２－１－１ 国際取引の現状 
2012年のモンゴルの輸出額は約53億米ドル、輸入額は約80億米ドルである。主要輸出品目は、

石炭、銅精鉱、鉄鉱石、原油等の鉱物資源、輸入品目は、建機、ディーゼル等、鉱物資源関連

の取引が中心である。輸出相手国は、中国、ロシア、カナダ、イタリア、韓国等であり、主要

な輸入品目は、鉱物製品、機械、製造機器、電化製品、TV録画機、TV、スペアパーツ、輸送機

器（含自家用車）、食品並びに金属類である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：世界銀行 （単位：Million US$） 

図２－１ モンゴルの輸出入総額（2005～2012年）1 

 

モンゴルの輸入相手国は、ロシア（22％）と中国（26％）で、日本、米国、ドイツがこれに

次ぐ。モンゴルで も存在感のある貿易相手国は、中国・ロシアである。両国は、隣国である

のみならず、冷戦下で旧社会主義の経済体制をもち、それぞれ政治的な結びつきが強いことも

あり、これら二国は 大の投資国の地位2を長い期間維持している。 
近年は、モンゴル経済の伸張にともない、新たなプレーヤーである韓国の進出が著しい。韓

国企業は、中小企業の進出が活発で、進出企業数は約2,000社であり、企業数では、中国に次ぐ

第2位となっている（投資額では第7位）。進出企業の業態は多彩で、飲食業、不動産（住宅建設）、

医療等である。近年はモンゴルの豊富な鉱物資源にも注目しており、タバン・トルゴイ炭田開

発やレアアース開発をはじめとする鉱物資源開発分野への参画もねらっている。 
なお、近年の傾向は、モンゴルと租税条約を締結している国や租税回避地に籍を有する企業

                                                        
1 世界銀行「World Development Indicators」より作成（BoP, current million US$） 
2 主要な投資国は、第1位中国（34億8,350万米ドル）、第2位オランダ（21億1,079万米ドル）、第3位英領バージン諸島（8億3,337
万米ドル）、第4位ルクセンブルグ（5億1,130万米ドル）、第5位シンガポール（4億9,010万米ドル）、第6位カナダ（4億7,229万
米ドル）、第7位韓国（3億1,079万米ドル）、第8位米国（2億4,293万米ドル）、第9位中国（香港）（1億8,182万米ドル）、第10位
ロシア（1億6,626万米ドル）。 
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による投資が増加している。 
 

２－１－２ モンゴルの対日貿易 
日本を相手国とする貿易3は、財務省貿易統計によると、2011年の貿易額が270億9,400万円で、

貿易収支は、日本側が242億8,000万円の黒字である（モンゴルの対日輸出額は、14億500万円、

モンゴルの対日輸入額は、256億9,000万円）となっている。主要な貿易品目は、日本の輸入品は、

鉱物資源（石炭、蛍石）、繊維製品（カシミア等）、一般機械である。一方、わが国のモンゴル

への主要な輸出品目は、自動車、一般機械、建設・鉱山用機械が占めている。 
資本取引は、わが国からの直接投資が累計1億3,860万米ドルである4〔2010年末現在、モンゴ

ル外国投資貿易庁（Foreign Investment and Foreign Trade Agency of Mongolia：FIFTA）〕。日本企業

の進出状況は、本邦企業の支店開設数は、0社にとどまっているが、駐在出張所は、24社が有し

ている。また、現地法人化した企業等の数は、169社（2012年4月現在、FIFTA）である。これら

の現地法人は、そのほとんどが中小・零細企業である。 
二国間の経済連携は、日本・モンゴル投資協定が2002年3月から発効している。また、経済連

携協定（Economic Partnership Agreement：EPA）の締結に向けた協議が行われている。 
 

２－２ モンゴルの税制の現状 

２－２－１ モンゴル国税庁（GDT）の徴税機能 
徴税業務は1992年に大蔵省の監督下で設立された政府機関であるモンゴル国税庁（GDT）が

主管している。職員数は約1,700名で、GDTは21の県所在地に税務事務所、首都税務署の管轄下

に、9つの区税務事務所を設置している。さらに県の税務事務所傘下と、その他市の管轄下に、

360の税務事務所を置いている。ウランバートルの本部には約100名のスタッフが配置されてお

り、県税務事務所には10～20名、ウランバートルの区税務署には、約280名、各村落には1～5名
の徴税官が配属されている。現行の税制は、諸税、公租、公課が存在し、税には、国税と地方

税がある。税務当局は19種類の国税と4種類の地方税を管轄している。税関は、輸入品にかかる

輸入税、物品税、付加価値税、及び、一定の輸出品に課される輸出税を管轄している。 
 

２－２－２ 「政府行動計画2012～2016」における税務行政の位置づけ 
（1）「政府行動計画2012～2016」 

GDTの役割は、モンゴル税法等に規定されているが、モンゴル政府は2012年9月に、以後

4カ年の新政府の政策公約と位置づけられる「政府行動計画2012～2016（The Action Program 
by the New Government for Changes 2012～2016）」（以下「行動計画」）を公表し、同19日に開

催された国民大議会5（モンゴル議会）において承認された。同行動計画は、5編21ページか

らなる新政府6の政策公約である。その構成は、“Employed and Payable Mongolian Citizen”（雇

用の確保と支払い能力のあるモンゴル国民）、“Healthy and Strong Mongolian”（健康で強固

なモンゴル）、“Educated Mongolian”（教育されたモンゴル）、“Safety Environmentally Secured 

                                                        
3 出所：外務省モンゴル国基礎データ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/mongolia/data.html） 
4 出所：モンゴル外国投資貿易庁（以下「FIFTA」） 
5 一院制、定員76、任期4年（2012年6月選挙実施～） 
6 連立政府（民主党、人民革命党-民族民主党公正連合、国民の勇気・緑の党） 
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Mongolian”（安全で環境に配慮されたモンゴル）、“Free Mongolian”（自由なモンゴル）と

なっている。 
第1の“Employed and Payable Mongolian Citizen”では、モンゴル政府は国民に対して 低

限の生活を営むための要求に持続的に応えるとともに、自由市場に立脚した自立的かつ競

争力のある経済を築くため予算、歳入及び金融の支えのある政策実施、国民に対して雇用

の場と十分な賃金を提供することを目標とする。また、機能不全に陥った社会福祉を再構

築し、真に社会福祉を必要とする児童、お年寄り、障害者への支援を行うとしている。 
第2の“Healthy and Strong Mongolian”では、公平で選択可能な医療従事者から、家庭にお

いては も質の高い健康診断を受診し、治療等のサービスを受けることができるとしている。 
第3の“Educated Mongolian”では、すべての国民が国際基準に合致した教育を受け、国内

の職業に従事することができるとともに、その能力は、国内及び海外での仕事につくこと

ができる水準のものであることをめざす。 
第4の“Safety Environmentally Secured Mongolian”には、資源の適切な利用と緑地の開発

のもと、自然保護と定期的な資源の回復との間のバランスをとり経済・開発政策との調整

をとること、生態学的にバランスのとれた仕事と生活ができることをめざす。 
後の“Free Mongolian”では、政策本位で公開の原則に基づいた自由主義的な政府の政

策を国民に提供する。責任の所在が明確で機能的な国家の政策実施を究極的な目標とする

こと、官僚主義と汚職の撲滅のため国家公務員のサービスの改革を行う。また、公平で人

権が擁護された社会を建設するとしている。 
 

（2）税務行政の位置づけ 
GDTは、税務は国家財政の根本を支える重要な業務ととらえ、「行動計画」に示された第

一項、「自由市場に立脚した自立的かつ競争力のある経済を築くため予算、歳入及び金融の

支えのある政策実施（以下略）」の税務政策実施のための基本施策としてすべての業務を行

っている。 
 

２－２－３ 税務行政の現状 
（1）税収及び政府支出7 

GDTは2012年に2兆2,000億トゥグルグ（Mongolian Tugrik：MNT）を国税・地方税として

徴収している。このうち、1兆6,282億MNTは国税、6,339億MNTは地方税として徴収されて

いる。モンゴルの税収額は、国家財政の86.3％に相当する（図２－２）。 
 

                                                        
7 Introduction 2013, National Tax Administration of Mongolia 
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出所：GDT （単位：Billion MNT） 

図２－２ モンゴルの税収（2002～2012年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：世界銀行 

図２－３ 政府最終消費支出額（対GDP比）（2000～2011年） 

 
税種別ごとの比率では、付加価値税（24％）が 大で、鉱業税（13％）と法人所得税

（Corporate Income Tax：CIT）（13％）がこれに次ぐ（図２－４）。 
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出所：General Department of Taxation 

図２－４ モンゴルの税収内訳（2011年） 

 
2011年現在、モンゴルの政府 終消費支出額は、近年コンスタントに上昇しているが、

対GDP比では、比較的安定している（図２－３）。政府 終消費支出額の伸び率は年率12％
前後と高い水準にある。2009年は金融危機の影響もあり、緊縮財政政策をとったため同伸

び率は前年比マイナスとなったが、その後12％以上の水準に戻っており、依然高い伸び率

にある。対GDP比は13％前後で推移しており、他国との比較では122位前後の水準にあり、

必ずしも大きな政府というわけではない。他国と比較した同伸び率の水準は、上位30位の

高い水準にある8。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：世界銀行 

図２－５ 政府最終消費支出額の伸び率（前年比％） 

                                                        
8 URL=http://www.factfish.com/statistic-country/mongolia/general％20government％20consumption％20expenditure％2C％20annual％

20growth 
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（2）納税者数の推移 
2012年の納税登録者数は、法人78,741件、個人31,127件、合計10万9,868件と10年前と比較す

ると飛躍的に増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：GDT 

図２－６ 法人及び個人の納税登録者数の推移（2001～2012年） 

 
２－２－４ 納税者サービス 

GDTは申告納税制度を推進するため、納税者サービスの向上、職員の能力向上のための研修

の実施、各種税務サービスの利用促進（アウトリーチ）の強化等を通じ、納税者の納税事務に

係る費用の削減、税務当局の徴税コストの削減、並びに課税ベースの拡大に取り組んでいる。 
 

（1）ワンストップサービス 
ワンストップサービスの目的は、納税者の必要とするサービス（納税者登録、申告書の

提出、税法解釈等への適切な説明、税務相談等）を所轄の税務事務所の1カ所で対応するこ

とである。GDTはモンゴル全土に同じ仕様、サービス内容のワンストップサービスセンタ

ーを設置している。各センターにおけるサービス水準を統一するために、USAID支援のト

レーニングプログラム（Basic Method and Technique of Service for Taxpayers）を、徴税検査官

を対象に実施している。また、検査官のコミュニケーションスキルを中心とした評価（納

税者満足度調査）を毎月実施している。このほか、GDT本部に大型納税企業（全国325社）

を対象とした、ワンストップサービスセンターを設置して、これら大型納税企業の納税サ

ービスニーズに対応している。 
 

（2）コールセンター 
納税に関するさまざまな質問に対応するために、モンゴル税務局（Mongolian Tax 
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Administration：MTA）本部にコールセンター9を設置し、「1つの質問に1つの答え」のモッ

トーのもと、的確な答えを即時提供している。また、頻繁に質問を受ける項目をまとめた

データベース、「Question and Answer 1288」をWeb上に設置して24時間対応としている。2011
年には、50,199回の利用があり、27,952件の質問に直接担当官が回答している。残余は、上

記データベースによる自動音声での回答により処理をした。その他、電子メールへの問合

せに対しても担当官が対応している。 
 

２－２－５ 個人所得税 
所得税は、法人所得税と個人所得税の2種類があるが、個人所得税の税率は10％に統一されて

いる。従来は累進税率（10、20、30％）が適用されていたが、単一税率に改訂されている。ま

た、課税所得にかかる控除を48,000MNTから84,000MNTに引き上げたこともあり、人口の30％を

占める貧困層や、他の低所得層の1/3に対して課税を免除している。給与、賃金等による所得の

申告期限は収入のあった日の翌月の10日である。 
 

表２－１ 個人所得税の税率 

区 分 税 率 
所得×10％ 給与、賃金、ボーナス、インセンティブ及び類似

の雇用による収入 （所得－社会保険料）×10％ 
経済活動による所得 （所得－法人所得税法の所得控除）×10％
不動産所得 総所得×10％ 

不動産の売却 総所得×2％ 
動産の売却 （総所得－売却価格、関連経費）×10％ 資産の売却 
株式及び証券 （取得価格－売却価格）×10％ 

科学、文学、文学及び芸術的作品、発明、製品の

デザイン、運動競技の運営・参加、展覧会の開催

その他類似の活動からの所得 
総所得×5％ 

クイズ、賭博、宝くじ 総所得×40％ 
出所：モンゴル国税庁 HP URL：http://en.mta.mn/pages/31 

 
２－２－６ 法人所得税 

法人税法は1992年12月に制定され，これまでたびたび改訂され現在に至っている（現行の法

人税は2006年6月改正）。税率は、 低税率10％、 高税率25％である。 高税率の基準を1億MNT
から30億MNTに引き上げたことにより、法人税納税者の99％が 低税率である10％の税率が適

用されている。申告手続きは四半期ごとに行われている。各申告期の申告期限は、四半期の

初に到来する20日である。また、確定申告期限は、毎年2月10日である。 
 

                                                        
9 電話番号「1288」で全国から市内料金で通話することができる。 
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表２－２ 法人所得税の税率（内国法人・外国法人） 

区 分 税 率 
内国法人 
物品の製造及び販売と、それに付随する勤

労とサービスからの所得 
物品と労働を他のものから無償で贈与さ

れた時 
外貨取引に伴う所得 
技術サービス、経営管理サービス、コンサ

ルティングサービス等からの所得 
利子所得または、契約による義務の不履行

に伴う違約金及び損害賠償による所得 
不動産及び動産のリースに伴う所得 
動産の販売所得 
株式及び証券売却所得 
資産の売却による売却所得 

課税所得0～30億MNTは、10％の税率。 
 
30億MNTを超える課税所得に対しては、30億MNT
までが3億MNT（10％）の税額。30億MNTを超え

る分については、25％。 

利子所得 
配当所得 
特許料からの所得 

10％ 

権利の譲渡所得 30％ 
懸賞、ギャンブル及び宝くじからの所得 
性欲を刺激する出版物、図書、ビデオの販

売または貸与及びそれらの興行による所

得 

40％ 

不動産の販売所得 2％ 
外国法人 
配当所得 
利子所得と保証金の受け取り所得 
権利金からの所得 
貸金業から収益右資金管理費による所得 
リース所得 
有形資産及び無形資産のリース料からの

所得 
モンゴル国内における、物品の販売、労働

の対価及びサービスの提供に伴う所得 

20％ 

外国籍企業の駐在員事務所の所得を海外

法人への付け替えに伴う所得 
20％ 

出所：モンゴル国税庁 HP URL：http://en.mta.mn/pages/29 
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第３章 国際課税実施上の課題及びわが国の支援のあり方 
 
３－１ 国際課税の課題 

３－１－１ 国際課税に関連する国内法の整備状況 
（1）国内法の課題 

国際企業（主として鉱山開発に関連する多国籍企業等）に関するモンゴルの国内法は、

モンゴルが1990年代に市場経済化する時期に徐々に整備されてきた。モンゴル政府は、石

炭、銅、金、銀、鉄鉱石やウラン等の鉱物資源を豊富に保有しており、これを生かした外

資の直接投資の促進を重要な産業施策の1つとして推進している。そのためのさまざまな投

資インセンティブを設けている。2013年にオユー・トルゴイ銅山の生産が開始し、同国政

府に多額の鉱物ロイヤリティが入る予定である。 
一方で、モンゴルでは鉱物資源とその権益の多くが外国企業によって独占されていると

みられがちで、政治的には強い「資源ナショナリズム」が勃興しつつある。モンゴルはか

ねてから投資促進を進め、その一方で、鉱業企業全般に対する増税を提案するなど、矛盾

した政策が行われている。政治的にも、外国投資への規制を強化する動きもあり、投資関

連の法制度が目まぐるしく変わる。このように、投資一般に対する不透明性やリスクを最

小化するのが非常に難しいといわれている10。 
 

（2）法人登記及び登録に関する諸法令 
外国企業が、モンゴルにおいてさまざまな経済活動をするには、関連法規に基づく地位

の確定、登録・課税等さまざまな法律に基づく必要がある。国内法人の地位、法人登記を

規定するのは、会社法（Company Law of 2011）、民法（Civil Code of 2002）、あるいは、海

外投資法（Law on Foreign Investment of 1993）などがあり、これに基づいて、さまざまな法

人格〔例えば、株式会社（joint stock companies）、有限（責任）会社（limited liability companies）
あるいは合名会社（partnerships）等〕を選択し、登記、登録が必要となる。支店（branches）
及び駐在員事務所（representative offices）は、収益活動を行うことはできない。新設された

法人の登記・登録はFIFTAの他、国家登記局（State Registration Office：SRO）並びに、地方

税務事務所（The District Tax Office）の3カ所に個別に登記・登録する必要がある。これは、

投資促進という観点からは、複雑な手続きとなっている。 
 

（3）投資協定（Stability Agreement or Investment Agreement）11 
海外直接投資（Foreign Direct Investment：FDI）のうち、モンゴル政府が定める戦略的な

投資分野（主として鉱業、通信分野など）の投資家に対し、一定の条件のもとで、収益に

対する課税の税率を一定期間固定12にするなど、課税条件の変動リスクを低減するための投

                                                        
10 Economic and Commercial Section, United States Embassy Ulaanbaatar, Mongolia. 2013 Mongolia Investment Climate Statement. 

January 15, 2013. URL=http://photos.state.gov/libraries/mongolia/805999/PDFs/mics_2013.pdf 
11 Government Resolution No. 46 of 2002。一般税法 
12 租税改革が実施されているモンゴルにおいては、税制の急激な変動リスクが無視できないことから、一定期間税率を固定す

ることのできる投資協定は投資家にとって有効なリスク回避手段と考えられている。具体的には、500万米ドル以上のFDIに
は、10年間の税率固定、1,000万米ドル以上には15年、3,000万米ドル以上のFDIには30年の優遇がなされている。 
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資協定を締結することができる。 
 

（4）戦略的重要分野における事業体への外国投資を規制する法律（Strategic Entities Foreign 
Investment Law of Mongolia：SEFIL） 
モンゴル政府は2012年5月に、「戦略的重要分野における事業体への外国投資を規制する

法律（SEFIL）」を成立、即日公布した。以下、同法の概要と国際課税上の問題点を述べる13。 
1）「戦略的重要性」 

SEFILでは、戦略的に重要な事業体（Business Entity of Strategic Importance：BESI）とい

う概念が導入されている。BESIには、鉱物資源、銀行・金融及びメディア・通信という3
つの戦略的分野のいずれかで事業を行っているモンゴル企業を指す。これらの分野は、

「国民の基本的なニーズを満たし、経済の独立と正常な機能を維持し、かつ国家の歳入

を生み出し国家安全保障を確保するうえで戦略的に重要な分野」と規定されており、こ

れに関連する企業体を管理していく法律である。同法では現在、これらの戦略的分野の

うち、同法が適用される範囲（業態・規模）は定義されていない。 
2）法の適用範囲・対象者等 

右の定義について、国会において「鉱物資源」には石油や天然ガスも含まれることが

確認されている。また、これらの戦略的分野において関連するサービスを提供する事業

体に関して同法の適用が及ぶかは明確ではないが、議会における発言からは、付随的な

事業は含められない可能性が高いといわれている。また、国会では、戦略的分野は政府

が特定の業種をリストアップし、これを国会で承認・改正するとした。 
3）民間外国投資の承認・適用等 

SEFIL第6.1条には、民間の外国投資家が次の各取引を行う際に、モンゴル政府の承認を

得なければならないとしている。 
①BESIの33％及びそれ以上の株を取得する、またはそれを取得する権利を獲得する場合 
②BESIの株取得により、その持分割合にかかわらず、外国投資者が、 

・単独で同 BESIの経営陣または取締役会の過半数を任命する権利を獲得する場合 
・経営陣または取締役会において拒否権を獲得する場合 
・経営もしくはオペレーションに関する意思決定を行うまたは実行する権利を獲得す

る場合 
③外国投資者の持分割合にかかわらず、取引が、 

・売り手または買い手にとって、国際鉱物市場もしくは国内鉱物市場における独占状

態を引き起こす可能性がある場合 
・直接または間接的にモンゴルが輸出する鉱物の市場並びにその価格に影響を及ぼす

可能性のある場合 
・外国投資者のBESIにおける株式持分の減少につながる可能性がある場合 

上記の政府承認を必要とする取引には間接的なオフショア取引も含まれる。 

                                                        
13 Hogan Lovells International LLP.  "Mongolian Strategic Foreign Investment Law - Update ." Hogan Lovells , 14 May 2013. URL= 

http://www.hoganlovells.com/mongolian-strategic-foreign-investment-law---update-05-14-2013/ 
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4）租税 
外国投資者がBESIの株式の33％及びそれ以上を取得する場合、外国投資者から相手に

支払う対価がモンゴルの課税対象となり、その税金は当該BESIを通じて徴収されること

となっている。 
5）問題点 

SEFILが施行されると、外国投資家には以下のようなさまざまな問題が懸念される。 
①SEFIL文言や解釈には不明な点が多く、相当な不確実性をもたらすとともに行政機関に

広範な裁量権が与えられている。 
②SEFILが定める承認手続きは、最初に外国投資庁（Foreign Investment Agency：FIA）、次

に政府または国会に申請するという複雑なプロセスになっている。このようなプロセ

スは承認が遅延する要因ともなり、国会が休会中には承認手続きが完全に停止する可

能性もある。そのうえ、取引の額にかかわらず、外国の国有企業によるすべての投資

及び戦略的分野におけるすべての外国投資に対して同法が適用されることから、混雑

による更なる承認延長が見込まれる。 
③国会承認を必要とする取引に関し、SEFILでは、外国投資者によるBESIへの49％以上か

つ1,000億MNTの投資という金額的基準が設けられている。その金額は当該BESI株の市

場価値または帳簿価額に基づくものなのか、あるいは取引金額に基づいて計算される

ものなのか不明である。 
④SEFILには、その遡及適用に関して明示的な定めがない。国会では、同法が遡及的な効

力を有さない旨を示した。しかしながら、現在モンゴルにおいて事業を行っている外

国投資家には適用されるので、BESIにおいて既に保有している持分は同法適用外と解

釈される。一方、その持分に関連する将来の取引に対しては同法が適用される。 
⑤SEFILは、外国の国有企業や国際機関等による投資に関して極めて制限的であり、その

投資額や投資先分野に関係なく同法が適用される。 
⑥SEFILには、「モンゴルが当事者である国際条約がこの法律と矛盾する場合、当該国際

条約の規定が優先される」と規定されている。現在、モンゴルは中国、ロシア、英国、

米国、オランダ等のさまざまな国と二国間投資協定や二重課税防止条約を締結してお

り、エネルギー憲章条約も採択している。これらの協定や条約は、原則当該国の企業

に「不利ではない待遇」を保障するものであり、したがって、SEFILの適用範囲から同

国の企業が除外されるかどうかは不明。 
 

（5）国際課税に関する税務諸法 
これら国内法人に対する課税の基礎をなす一般税法は、1993年に発効し、その後さまざ

まな法令が整備されている。国際課税に関連する主要な国内法の例は、①一般税法、②鉱

業法、③法人税法、④付加価値税法である。各法令はすべてモンゴル語が正本であり、正

式な英訳は提供されていない14。 
 

                                                        
14 一部法令（例えば、法人所得税法、個人所得税法等）について非公式訳が提供されている。 
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３－１－２ 国際課税上の現状及び課題 
（1）移転価格制度の課題15 

近年の国際取引の活発化により、モンゴルにおいても国際企業への法人所得税の課税に

ついて、さまざまな問題が生じている。なかでも大きな問題は、移転価格制度について、

税法あるいは、関連する国内法の不備を突いた租税回避行為がみられることである。 
モンゴル鉱業法において、輸出製品の売上高の価格は、定期的に公開された国際市場や

国際貿易（同法47.2.1項）の認識された原則に基づいた製品、または類似の製品の平均月次

価格に基づいて決定されなければならないと規定している。また、国内市場向けに売却あ

るいは使用される製品は、その販売額は、特定のまたは類似製品の国内市場価格に基づい

て行わなければならないと規定されている（同法47.2.2項）。ここで、国際市場あるいは国

内市場に販売される製品のうち、その市場価格を決定することができない製品は、販売ラ

イセンスを所持する販売者があらかじめ宣言した販売価格に基づいて、その販売価格を決

定しなければならない（同法47.2.3項）。しかし、税法には製品が関連会社に売却される際

に、移転価格が適正な市場価格を反映していない場合に、税務当局が職権でその販売額を

調整する規定がない。 
また、移転価格制度についての法整備のみならず、モンゴル税務当局は、移転価格税制

に関する事前確認（Advanced Pricing Arrangement：APA）の導入についても検討が必要な段

階にある。 
その他、現状の法人所得税法では、資本関係のない企業との取引に関する規定はあるも

のの（第11条）、資本の関係のある企業間の取引については（第6条）に親会社と子会社間

の規制はあるが、二者間の取引についてそれぞれ資本関係のある第三者によってコントロ

ールされている企業間の取引については規定がない。このように、支配関係の解釈が直接・

間接を問わずより広範になるように法人所得税の規定を変更する必要がある。 
また、他国にとっても価格移転の相手がモンゴル企業の場合、手続きが明確化されてい

ないことによる不確定要素が発生している。 
 

（2）過少資本税制 
過少資本税制は、海外の関連企業との間において出資に代えて借入れを多くすることに

よる税負担の軽減を防止するために、一定の割合を超える支払利子の損金算入を認めない

制度である。モンゴルにおいては、利益の配当に対する税率は20％であるため二重課税防

止条約〔Tax treaty to avoid double taxation（Double Taxation Agreement：DTA）〕に規定がない

限り、外国法人への配当の支払いについては20％の税率で源泉徴収できることになってい

る。他方、モンゴル企業に対する外国法人の投資が貸付けの形態をとる場合、その支払利

子は損金算入することができるため、課税所得を減少させることになる。過少資本に関す

る規定は、法人所得税（第14条）に、借入金/資本の比率を3:1とする規定があるが、その適

用範囲が不明確である。 

                                                        
15 Fiscal Affairs Department, International Monetary Fund.  

The Fiscal Regime for Mining – Away Forward. June 2010. URL=http://www.iltod.gov.mn/wp-content/uploads/2010/07/ADM-report.pdf 
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３－１－３ 租税条約 
（1）締結国 

モンゴルは、現在35カ国と二重課税防止条約（DTA）を締結している（表３－１）。 
 

表３－１ 二重課税防止条約締結国 

No. 締結国名 仮調印日 署名日 発効日 
1 China 1991.07.29 1991.08.26 1993.01.01 
2 South Korea 1992.02.27 1992.04.17 1992.01.01 
3 Germany 1992.05.18 1994.08.22 1997.01.01 
4 India 1994.12.24 1994.02.22 1994.01.01 
5 Vietnam 1996.02.29 1996.05.09 1997.01.01 
6 Russia 1993.05.25 1995.04.05 1998.01.01 
7 Turkey 1993.06.26 1995.09.12 1997.01.01 
8 France 1994.01.31 1996.03.18 1999.01.01 
9 United Kingdom 1994.05.13 1996.03.23 1997.01.01 

10 Czech Republic 1996.07.10 1997.02.27 1999.01.01 
11 Hungary 1994.05.20 1994.09.13 1997.01.01 
12 Belgium 1994.07.01 1995.09.26 1999.01.01 
13 Poland 1995.02.02 1997.04.18 2002.01.01 
14 Malaysia 1995.07.23 1995.07.27 1997.01.01 
15 Kazakhstan 1995.09.22 1998.03.16 2000.01.01 
16 Indonesia 1995.10.21 1996.07.02 1998.01.01 
17 Kuwait 1998.02.09 1998.03.18 1998.01.01 
18 Egypt 1998.02.05 1998.03.14  
19 Luxemburg 1998.04.16 1998.06.05 2002.01.01 
20 Romania 1993.06.19   
21 Uzbekistan 1995.09.20   
22 Bulgaria 1996.11.25 2000.02.28 2002.01.01 
23 Ukraine 1997.03.26 2002.07.01 2003.01.01 
24 Switzerland 1998.06.24 1999.09.20 2002.01.01 
25 Belarus 1998.04.23 2001.05.28 2002.01.01 
26 Kyrgyzstan 1999.06.20 1999.12.04 2000.01.01 
27 Canada 2000.04.07 2002.05.27 2003.01.01 
28 Arabian Emirate 2001.02.21 2001.02.21 2003.01.01 
29 Italy 2001.06.18 2003.07.15 2004.01.01 
30 Singapore 2001.08.16 2002.10.10 2005.01.01 
31 Netherlands 2001.10.30 2002.03.08 2004.01.01 
32 North Korea 2002.10.03 2004.05.03 2005.01.01 
33 Austria 2003.07.03 2004.10.01 2005.01.01 
34 Thailand 2005.08.20 2006.08.17  
35 Latvia 2006.02.17   

出所：モンゴル国税庁 http://en.mta.mn/pages/24 
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（2）租税条約破棄の動き 
2011年11月2日、モンゴル国家大会議（議会）は、アラブ首長国連邦（UAE）、オランダ、

ルクセンブルグ、クウェートの4カ国に対するDTAについて審議し、破棄することに合意し

た16。モンゴル大蔵省は、上記4カ国とのDTA破棄の理由についてモンゴルと類似した経済

的環境にある2カ国（ガーナ、フィリピン）の条約と比較して、国際企業の行う税務対策に

よる損失を分析した。大蔵省の分析によると、モンゴルのDTAは、上記2国と比較して、よ

り納税者側に有利になっており、多額の歳入金が海外に流出していると結論づけている17 18。

この分析によると、 
・モンゴル大蔵省は、当初いったんすべての租税条約を破棄し、国内法を整備した後、

これらの国々と再交渉し租税条約を締結することも検討した。しかし、2012年6月12日
に国家大会議に提案送付した法案では、上記4カ国との租税条約のみを破棄することを

提案している。 
・政府は外交交渉を通じ、オランダと配当金に対する税率を現状の0％から5％にするよ

う交渉し一旦合意したが、その他の項目に関する修正要求について、オランダ側と合

意に至っていない。 
・ルクセンブルグとは、条約の条項改正について2012年10月以降から交渉することに合

意しているが、その破棄は必要と判断した。 
・右分析には、各条約の破棄による海外直接投資等への影響は分析されていない。 
上記法案は、2012年11月2日に議会の承認を得ており、それぞれの条約の破棄条項により、

最も早い場合（オランダ、ルクセンブルグ）2014年1月以降の破棄（それより遅れる可能性

もある）とされている。また、UAEとの条約破棄は、2015年1月1日、クウェートとの条約

破棄は、2015年4月1日とされている19。それぞれの税務上の影響は、各企業の個別の状況等

によって異なるが、受け取り配当金の税率が20％になること、延滞税が適用されること、

配当金についてモンゴル国内の支払い側において源泉徴収が行われることなどが想定され

る。 
 

                                                        
16 在モンゴル大使館「モンゴル経済トピック（2011年11月）」URL = http://www.mn.emb-japan.go.jp/jp/seikei/keizaitopic201211.pdf  
17 Ministry of Finance “Recommendation, Reason and Explanation to Cancel Tax Treaties” (in Mongolia) URL=  

http://www.iltod.gov.mn/?p=2712  本文の内容は、Ernst & Young, Mongolian Tax Alert (August 2012) URL=  
http://www.ey.com/Publication/vwLUAssets/Mongolia-Tax-Alert-Draft-law-to-cancel-Mongolias-double-tax-treaties/$FILE/EY_tax_news_
2012081401.pdf によった。 

18 なお、KPMGルクセンブルグの分析によると、一連の条約破棄の動きは、モンゴルの政界を巻き込んだ汚職事件の余波とし

ている。URL= 
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=6&cad=rja&ved=0CFoQFjAF&URL=http%3A%2F%2Fwww. 
bcc.lu%2Fdocs%2FSpeakersPapers%2FBCC%2520Tax%2520Group%2520%2520Draft%2520Treaty%2520Slides%2520v7.ppt&ei= 
NoPTUb7JLqmUiQecroGIBA&usg=AFQjCNEyWHGq7lyQCPETzh1QlVX48cSpsw&sig2=7fgLEK8GtfNSwq3G6DfADw&bvm=bv. 
48705608,d.aGc 

19 Oxford Business Group. “A changing picture: Christian Pellone, Head of Tax, Ernst & Young Mongolia, on recent developments in 
corporate tax law” URL= 
http://www.oxfordbusinessgroup.com/news/changing-picture-christian-pellone-head-tax-ernst-young-mongolia-recent-developments-co 
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（3）条約運用上の課題20 
モンゴルの租税条約はその多くが1990年代に締結されたこともあり、それぞれの締結当

時は外国投資を導入するために、投資家側に比較的優位な内容の条約を結んできたといえ

る。モンゴル政府の現在の認識は、条約締結国の非居住者及び外国法人に支払われる配当、

使用料、技術サービス及び利子に関する所得に対し、十分な徴税ができていないというこ

とである。例えば現行の所得税法では、非居住者及び外国法人はモンゴル源泉の所得に対

し税率が20％であるにもかかわらず、インドとは条約で15％、他の約10カ国とは10％と大

幅な減免措置がとられている。また上記4カ国（UAE、オランダ、ルクセンブルグ、クウェ

ート）に対しては、非課税（0％）となっている。 
著作権等の使用料による収益はロシア（20％）を除き、スイスが非課税（0％）、その他

の国々が10％の税率となっている。このように、非居住者及び外国法人へ、過度の恩恵を

与えているとモンゴル側は考えている。その他、非居住者及び外国法人がモンゴル国内で

の技術サービスへの対価として受け取った所得のうち、カナダ、北朝鮮、インド、イタリ

ア、ルクセンブルグ、マレーシア、並びにオランダ以外の国の個人及び法人からは、徴税

することができていない。 
特にオランダとルクセンブルグが租税回避地となっており、両国に本社を置く法人から

は法人所得税を徴収することができていない。政府の推計によると、1999年～2010年にモ

ンゴルに対して実施された直接投資の27％がオランダ法人によるものである。FIFTAによる

と、2010年にオランダは、2億3,290万米ドルの直接投資をモンゴルに対して行っている21。

この間、23,502件の鉱物開発権が発行されており、その26％（6,125件）が外国企業による

所有で、オランダ企業は26件を獲得している。ルクセンブルグは、4件となっている。 
このように、現行の租税条約の規定により、特定の国を通じた投資によって企業が租税

回避行為を行うことができる現状や、国内法の未整備によって本来できていた徴税が行わ

れない状況があり、これらについての対応策が検討されつつある。モンゴル大蔵省（MOF）
は、すべての条約をいったん解消し、各国と再交渉することも「究極の対策」として検討

しているようであるが、単に条約の改定だけでは対応することが困難であることも指摘さ

れている。また、二国間の条約の改定のみならず、相手国側の国内の税制を含め、詳細な

情報収集や、これに基づく抜本的な対応策の検討が必要である。そのためにモンゴル政府

は、国際税法に明るい法律家と条約交渉に強いネゴシエーターを雇用して対象となる条約

締結国ごとにきめ細かく対処することが望ましいとされている22。 
 
３－２ プロジェクト実施上の課題 

３－２－１ 国際課税分野 
（1）国際課税の取り組み 

前項のように租税条約や関連する国内法の不備を突いた租税回避行為の他、移転価格や

過少資本など国際課税が扱うべきさまざまな課題に対し、モンゴル国税庁の体制は十分と

                                                        
20 International Monetary Fund “Safeguarding Domestic Revenue – A Mongolian DTA Model” URL= 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2012/cr12306.pdf 
21 Mongolian Economy May 16, 2012. “Agreements on Double Taxation Run Afoul” URL=http://mongolianeconomy.mn/en/p/2173 
22 International Monetary Fund ditto. 
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はいえない。多国籍企業が扱うさまざまなタックス・プランニングのスキームや関連する

法令・対策等に通暁した職員の数は限られている。また、税務当局において国際課税を専

門的に扱う部署、人員も整備されていない。 
 

（2）国際課税に関係する条約、関連国内法の現状分析の必要性 
モンゴルにおける国際課税に関して、その課題に対して包括的・俯瞰的な分析が行われ

ていない23。前項のように、二重課税防止条約国との関係において、さまざまな対策が検討

されているようであるが、国内法との関係において個別・具体的な分析が必要と思われる。 
法人や個人の富裕層にとっては、税引き後利益やキャッシュ・フローの最大化を目的と

して、税務リスク（税務当局による課税リスク）の低減やその排除をねらい、特定の経済

取引に関する税負担の最小化（最適化）と、課税の繰延（税務コストの低減）を図るため

の合法的な方策を検討する必要がある。これをタックス・プランニングといい、グローバ

ル化が進展する国際企業において重要な経営課題の1つととらえられている。 
これを課税当局の観点からみると、国境を越える企業等の経済活動に対し、適正かつ公

平な観点から課税を行う必要がある。市場経済に移行してからの期間が短いモンゴルにお

いては、企業や個人の富裕層の行う過度の租税回避行為への対抗策として国内税制の改正

などを通じてさまざまな方策をとる規制措置が必要となるが、税制の複雑化や租税回避行

為の高度化に対応して、適切な徴税を行うためには、高度な知見が求められる。モンゴル

の税制が整備される過程では、右のような国際課税制度の「抜け穴」をねらう過度の租税

回避行為が蔓延することは予測されていなかったものとも考えることができる。そのため、

締結済みの租税条約、並びに国際課税に係る国内法等、あるいは海外直接投資に係るさま

ざまなインセンティブ等を俯瞰的に分析し、現行のモンゴルにおける国際課税に関する現

状分析と課題を明らかにする必要がある。 
 

（3）国際課税に係る人材育成の必要性 
日本の国税庁（National Tax Agency of Japan：NTA）の例に限らず、その専門性から国際

税務にかかわる税務職員は極めて限られた人員が「専門職」として長期的に育成されてい

る。モンゴルでは、国際課税に関する政策は、MOFの政策企画局にその専門家数名がおり、

租税に関する政策立案（国内法の整備等）や租税条約締結等に関する国際折衝などを行っ

ている。GDTは税制に関する政策の実施機関であることから、特に徴税のための調査や他

国の税務当局との情報交換など実務に関する能力を具備した人材が必要である。 
現行のGDTの組織では、そのような人員を確保し、長期的に育成していく体制が整って

いないようである。現状の税務職員に対する人材育成プログラムにおいては、全職員向け

の一般的な研修のみが行われている。しかし、高度な専門性をもった人材を育てる取り組

みはない。既存の研修センターの国際課税コースがあるが、「Tax treaty（45分×4）」と「移

転価格（45分×4）」を取り上げており、合計6時間（休憩時間含め8時間）が実施されてい

るにすぎず、基礎的概念を教えるのみで、実務に直結した内容ではない。高度化する租税

                                                        
23 唯一IMFが実施した検討（脚注10）があるのみ。モンゴル側がとるべき具体的な対応策について、提言が示すものは限定さ

れている。 
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回避行為や複雑化するスキームを用意する多国籍企業に対し、十分な調査が行えるほどの

知識を習得するには、現行の研修コースのみでは不十分である。 
 

（4）調査能力の向上（情報交換ユニット） 
モンゴルでは、締結済みの租税条約に情報交換に係る規定が含まれているとのことだが、

現在のところ情報交換のための専担の部署は存在していない。また、租税条約に基づき情

報交換を行う前提として、国内の関連機関から情報を入手する必要があるが、国内のさま

ざまな機関等と情報提供に係る覚書が締結されていないため必要な情報が十分集まってい

ない。例えば、国際課税において重要な情報源の1つである海外送金に関し、モンゴル銀行

との間で海外送金調書を入手する旨の覚書が締結されておらず、納税者の海外送金の実績

は、情報提供の対象になっていない。 
なお、租税条約に基づく情報交換のベースとなる、国内の資料情報の収集については、

モンゴルでは政府のもつ情報の一元化・電算化の流れがあり、税務当局においてもさまざ

まな情報を連結・統合することにより、調査・分析能力を強化しようと考えている。税務

当局はこれら情報の統合により、ただちに情報分析・調査能力が向上すると考えているよ

うである。また、情報を収集することに価値があるとも考えているようである。これに対

して日本側は、情報の利用目的の明確化、必要な情報を必要なタイミングで取得し、適切

な方法で分析することの重要性を説明している。 
 

３－２－２ 徴税分野 
（1）滞納整理の現状 

GDTによると現在の滞納額は2,000億MNTとも認識しており、対処すべき重要な課題の1
つととらえている。現状は、すべての税務事務所において、調査官がそれぞれ個別に対応

している。そのため、担当する滞納者への交渉や、滞納整理に係るさまざまな業務は、税

務調査の片手間に実施している。滞納者の滞納理由は、納付期日忘れなど不注意によるも

のや、生活の困窮や納税資金不足の他、キャッシュ・フロー確保のためなど確信犯的な納

税者も多い24。滞納者への個別の対応には時間もかかり、支払いに応じない滞納者への対応 
 

表３－２ 徴税事務所区分ごとの徴税効率（2012年） 

出先機関名 
徴税額 

（百万MNT） 
比率（％） 

徴税費用

（百万MNT）
比率（％）

徴税費用率

（1,000MNT
当たり/MNT）

公務員 
（職員数/人）

1人当たり 
徴税額 

（百万MNT）

1人当たり

費用 
（百万MNT）

県部計 362,725.4 16.0 10,707.3 47.8 30 922 393.4 11.6
ウ ラ ン バ

ー ト ル 市

計 
717,608.2 31.7 8,591.0 38.4 12 685 1,047.6 12.5

国 家 予 算

歳 入 管 理

局扱 
1,181,908.8 52.3 990.2 4.4 0.8 70 16,884.4 14.1

本 部 -  2,096.7 9.4 - 129 - 16.3
全 国 2,262,242.4 100.0 22,385.1 100.0 10 1806 1252.6 12.4

出所：GDT 

                                                        
24 今次調査における徴収担当部局からの聞き取り結果。統計的な資料に基づくものではないことに留意が必要。滞納者の属性

ごとの対応は行っていない、とのこと。 
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が通常業務の効率化の妨げになっているという認識もある。GDTは、各徴税事務所の徴税

額や徴税費用等を基に、全国の徴税事務所の徴税効率を集計・モニターしている（表３－

２）。 
 

（2）徴収業務の課題 
今次調査を通じ、滞納整理のため、モンゴル側も既にさまざまな手法を使っていること

が確認できた。具体的な滞納整理には、分割納付、換価手続き等の手続きが整備されてい

る。しかし、これらは迅速に滞納残高を縮小させるという目的からは、必ずしも効果的と

はいえない。例えば、分割納付は遅延利子が高い（0.3％/日）ため実際にはほとんど利用さ

れていない。税務当局は職権で滞納者の銀行口座の凍結や、売掛債権に対する差押え手続

きがとれるが、最終的な差押え財産の換価のためには、執行裁判所の判決を待つ必要があ

り、訴状の準備など手続きが複雑で換価代金等の配当までのプロセスが長く、時間を要す

る。これら事案に対応するための税務職員の作業量も多く、負担となっている。 
 

（3）催告センターの設立支援について 
モンゴル側は、わが国のコールセンターの事例も勘案しつつ、滞納者を対象とした催告

センターの設立を検討しており、これについて技術協力の対象とする要請をしている。モ

ンゴル側の考えでは、催告センターを滞納整理の解決手段としているが、調査の結果、モ

ンゴル側は催告すべき対象者を「長期滞納となっている滞納者」と想定していることがわ

かった。これに対して日本側は、長期滞納者はもともと納税に対するコンプライアンス意

識が低く、電話による催告で効果を上げられるかどうか疑問を表明した。また、モンゴル

側は、「滞納者の滞納履歴については特に考慮しない」としていることから、日本側は必ず

しも効果を上げ得ないと懸念を表明した。新規かつ少額の滞納者であれば、うっかり納期

を忘れているなど、電話による催告の効果が認められており、日本では、コールセンター

からの電話連絡後70％程度の納付率につながっている。また、モンゴル側は、採用する要

員のうち電話をかけるオペレーターについて、特段の配慮をしていないようだが、日本で

の経験では、納税者からの法的根拠等についての質問があることなど、単に電話の受け答

えのみならず、最低限の税法の知識を備えた人材の育成が必要という認識を説明した。 
 



 

－24－ 

第４章 プロジェクトの実施方針（案） 
 
４－１ プロジェクトの概要 

４－１－１ プロジェクトの名称 
本プロジェクトの名称は、「モンゴル国国税庁徴税機能強化及国際課税取組支援プロジェク

ト」である。 
 

４－１－２ 相手国機関 
本プロジェクトの相手国側実施機関は、モンゴル国税庁（GDT）である。 
 

４－１－３ 実施期間 
本プロジェクトの実施期間は、2013年11月～2016年10月（約3年間）である。 

 
４－１－４ 裨益対象者 
【国際課税】 

GDT傘下のMTAの税務職員（30～40名程度）、研修センターで国際課税の教育を担当する研修

講師（1～2名程度） 
【徴収業務】 

設置予定の催告コールセンター職員 
 
４－２ マスタープラン 

４－２－１ 上位目標及びその指標 
本プロジェクトの上位目標は、「モンゴルにおける税務行政が適正かつ公正に執行される」で

ある。右上位目標の指標は、「（1）国際課税に関する規則とガイドラインが施行される」、「（2）
プロジェクトの結果、国際課税に関する法改正のための提案とその改正案が示される」、「（3）
税務行政全般への満足度が向上する」の3点である。 

 
４－２－２ プロジェクト目標及びその指標 

本プロジェクトのプロジェクト目標は、「MTAの国際課税と徴税に関する能力が強化される」

である。設定した指標は、「（1）必要な資格要件（2年以上の業務経験かつ、モンゴル国内で実

施される国際課税に関する研修の試験の合格者）を満たした職員が、特定された国際課税と徴

税に関する能力を必要とする部署に配属される」、「（2-1）情報交換（Exchange of Information：
EOI）ユニットが設立され運用が開始される」、「（2-2）諸省庁と情報交換を行うための合意文書

が作成され、その下で、EOIに必要な基礎的な情報が収集される」、「（2-3）EOIユニットに問い

合わせを送付した国のリスト及びその件数」、「（3）通常の税務調査において発覚した国際課税

に関する事案例の件数」、「（4-1）催告センターで対応した滞納整理の件数」、「（4-2）各地域の税

務署における徴税効率が向上する」の7件を設定している。 
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４－２－３ 成果及びその指標 
本プロジェクトは以下3つの成果で構成されている。 

（1）成果1. 国際課税に関する基礎的な知識及び技能が習得される。 
成果1に対する指標は、以下の5点である。 
指標1-1：モンゴルの国際課税に関連する法令、規則及びルールに対するレビューの報告

書の作成。 
指標1-2：租税条約運用上の手順・手続きを明確化した報告書の作成。 
指標1-3：C/P機関の国際課税に関する能力習得ニーズ分析をした報告書の作成。 
指標1-4：資格要件を満たした職員20名が、日本で実施する国際課税に関する入門レベル

のトレーニングを修了する。 
指標1-5：国際課税に関する研修を、最低40名の資格要件を満たす研修受講者が受講する。 

 
（2）成果2. 国際課税の実務を実施するための基盤が整備される。 

成果2に対する指標は、以下の7点である。 
指標2-1：現在の情報管理の状況に関する分析レポートが作成される。 
指標2-2：「OECD Model Tax Convention on Income and on Capital（邦訳：OECD所得と財産

に対するモデル租税条約）」のモンゴル語翻訳。 
指標2-3：国際課税に関する人材育成計画が承認される。 
指標2-4：既存の国際課税に関する研修カリキュラムのレビューと修正が完了する。 
指標2-5：国際課税に関する教材と教科書が作成される。 
指標2-6：最低でもX名の研修センターの講師候補者が、国際課税に関する講師養成訓練

を受ける。 
指標2-7：国際課税に関する調査に関するフォローアップトレーニングが行われる。 

 
（3）成果3. 国税庁の徴収手続きが改善される。 

成果3に対する指標は以下の4件である。 
指標3-1：現在行われている徴税に関する方法やその他の制度に関する調査の結果がJCC

で共有される。 
指標3-2：必要とされる滞納整理手法が明らかにされ、内容が整理される。 
指標3-3：設立予定の催告センターに関する基本的原則、規則、実務要領がレポートにま

とめられる。 
指標3-4：催告センターが設立される。 
 

４－２－４ 活動 
本プロジェクトの活動は以下のとおりである。 

（1）成果1「国際課税に関する基礎的な知識及び技能が習得される。」に係る活動 
活動1-1：国際課税に関するモンゴルの法令・規則・ルールに関する情報収集を行う。 
活動1-2：締結済みの租税条約に関する評価（日本・国際規準等との比較等）を行い、国

内法の規定の改善・運用等に関する提言・助言を行う。 
活動1-3：国際課税に関するC/P機関の知識・経験を分析し、その習得ニーズをベース・ラ
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インとして把握する。 
活動1-4：本邦研修において国際課税に関する概論を紹介する。 
活動1-5：モンゴルにおいて国際課税に関する実務での実践が可能な基礎的研修を実施す

る。 
 

（2）成果2「国際課税の実務を実施するための基盤が整備される。」に係る活動 
活動2-1：MTAの納税者とEOIに関する活動に関連した情報管理の現状に関する分析を行

い、その報告書を作成する。 
活動2-2：日本のEOIに関する基礎的な知識を教える。 
活動2-3：研修用テキストとして使用する「OECD Model Tax Convention on Income and on 

Capital」をモンゴル語に翻訳する。 
活動2-4：1-4並びに1-5の結果に基づきGDTにおける人材育成計画を立案する。 
活動2-5：国際課税に関する既存の研修カリキュラムと教材を、プロジェクトが提供した

日本の教材とも比較しながらレビューする。 
活動2-6：研修センターが実施する一般の税務署職員向け研修に使用するために、既存の

教材を修正する。 
活動2-7：国際税務に関するトレーナートレーニングを実施する。 
活動2-8：日本での研修から帰国した職員の配属先における国際課税に関する業務の従事

状況をモニターし、ピアレビュー実施のための準備をする。 
活動2-9：ピアレビューにおいて中級レベルの調査官の国際課税分野に関する業務のフォ

ローアップを行う。 
活動2-10：GDTのニーズに基づき日本国税庁（NTA）による中級レベルの国際課税に関す

るトレーニングを実施する。 
 

（3）成果3「国税庁の徴収手続きが改善される。」に係る活動 
活動3-1：モンゴルにおける徴収部門の滞納整理業務（含滞納処分、滞納整理）の現状の

課題を分析し、その結果を日本での研修において発表する。 
活動3-2：日本において広く行われている滞納処理の方法を紹介する。 
活動3-3：滞納整理の方法（秘匿資産の調査、分割払い、納付期限を過ぎた納税者への電

話による催告、インターネットを利用した公売など）についてモンゴルにおい

て効果的な滞納整理のオプションを議論し、必要な助言を行う。 
活動3-4：GDTに対し、滞納者を対象とする催告センターの設立に必要な基本的な考え方、

ルールや業務手順を助言する。 
活動3-5：催告センターの日常の運営と改善に関する助言をする。 

 
４－２－５ 外部条件 
（1）前提条件 

必要な語学（英語をはじめとする外国語）及び税務・会計に通じたC/Pが適切に配置され

る。 
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（2）活動に関する外部条件 
1. モンゴル国税庁のコミットメント（人員、予算等の確保状況）に大きな変化がない。 
2. モンゴル国税庁の徴収・滞納整理へのコミットメント。 
3. 適切なタイミングで必要な規則やガイドラインが改定される。 

 
（3）成果に関する外部条件 

成果1. 本件実施のためモンゴル国税庁に割り当てられる予算に大きな変化がない。 
成果2. 組織や人員に関して大きな変化がない。 
成果3. 税金滞納者が滞納分を支払う意思がある。 
成果3. モンゴル経済が安定的に成長する。 

 
（4）プロジェクト目標に関する外部条件 

1. 関連法令、規則整備に対する取り組みに大きな変化がない。 
2. 納税者が現在の徴税政策・慣行に従う。 

 
（5）上位目標に関する外部条件 

・国際取引に関する課税政策に大きな変更がない。 
 

４－２－６ 投入 
（1）モンゴル側投入 

1）C/P機関職員 
・プロジェクト・ディレクター：国税総局総局長 
・プロジェクト・マネジャー：税務行政・協力局局長 
・C/P（税務行政・協力局2名、リスク管理局1名、納税者サービス局1名、徴税管理・指

導局1名、国家予算歳入管理局1名、研修センター1名） 
2）施設及び設備 
・プロジェクト用執務室 
・セミナー/ワークショップ用教室 
・その他妥当な施設及び設備 

3）ローカルコスト負担 
・供与機材のメンテナンス費用 
・研修センターの実施する研修のコスト 

 
（2）日本側投入 

1）専門家 
・NTAより本プロジェクトの効果的な実施に必要な短期専門家が派遣される。また、JICA

専門家が国際課税に関する基本的な知識と技能習得に必要な事項を提供するため、及

び催告センターの日々の運営に係る継続的な助言を与えるために派遣される。 
2）本邦研修 
・本プロジェクト実施中、NTAからの技術移転（近年の国際課税に関するさまざまな対
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応事例、徴税業務の具体例等）を効果的に実施するため日本において研修が実施され

る。実施予定科目は、国際課税と徴税に関する内容である。 
・国際課税（参加者最大20名×最長2週間×3回/プロジェクト実施期間） 
・徴収（参加者最大10名×約1週間×1回/プロジェクト実施期間） 
・機材 
・供与機材（催告センターの日常の運営に必要な機材） 
・専門家のその他の携行機材 
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第５章 事前評価の結果 
 
５－１ DAC5項目による事前評価の結果 

５－１－１ 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は、以下の理由により高いと評価できる。 
（1）モンゴル国開発政策との合致 

モンゴルは、1990年の民主化、市場経済への移行後、隣国の中国及びロシアとの関係維

持を基礎としつつ、対アジア、対先進国外交の重点化を図ることを外交の基本方針とし、

非同盟諸国会議、ASEAN地域フォーラム（ASEAN Regional Forum：ARF）への加盟、及び

アジア欧州会合（Asia Europe Meeting：ASEM）への参加を果たしたほか、APECへの加盟を

めざしている。モンゴル経済は、1990 年代には市場経済体制への移行による混乱で、極度

の物不足となり、深刻な危機に陥った時期もあったが、わが国をはじめ、各国からの経済

協力やIMFなど国際機関の指導・助言の下、危機を克服し、大胆な自由化・構造改革が推進

されている。 
中長期的な政策として、モンゴル政府は2012年9月に「政府行動計画2012～2016」を策定

した。本計画の第1項、「自由市場に立脚した自立的かつ競争力のある経済を築くため予算、

歳入及び金融の支えのある政策実施（以下略）」にあるとおり、税務は国家財政の根本を支

える重要な業務であるととらえられている。また、モンゴル側は、税制並びに税務行政に

係る2つの改革である、Mid-term National Taxation Development Plan（2012-2015）とThe Second 
Stage of Tax-Reform（2012-2016）を実施している。これらの改革では、モンゴル政府が、効

率的・効果的かつ透明性の高い徴税業務の確立や、国税庁の徴税機能の強化を通じて、持

続的・健全な財政に不可欠な中長期的な税収を確保することがめざされている。本案件は

これら改革の方向性に合致したものである。 
 

（2）受益者のニーズとの合致 
第3章で詳述したように、モンゴルは租税条約とそれに関連した国内法の未整備を突いた

租税回避行為、税務調査に関する能力の不足等により、国際取引に関する税の徴収が不十

分という認識をもっている。本件は、国際課税に通暁した高度な専門人材を育成すること

により、モンゴル側のニーズに対応することが可能である。また、税務職員を対象とした

研修プログラムの立案・講師養成を図ることにより、一般職員の国際税務に関する知識を

強化するための仕組みづくりを支援する。 
 

（3）日本の援助政策との合致並びに技術的な優位性 
2007年2月には、日本とモンゴルとの二国間の「総合的パートナーシップ」を新たな段階

に進展させるため、「今後10年間の日本・モンゴル基本行動計画」を作成し、署名している。

経済協力分野においては、モンゴル側は、自立的発展のために今後とも自助努力を行い、

日本側はモンゴル側のそうした努力に対し、継続して支援を行う。このような支援は、2004
年に策定された「対モンゴル国別援助計画25」に依拠して実施される。その後、2012年5月

                                                        
25 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/hoshin/pdfs/mongolia.pdf 
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に改訂された「対モンゴル国 国別援助方針」に基づき、「鉱物資源の持続可能な開発とガ

バナンスの強化」の重点分野が設定されており、「鉱物資源関連の歳入増加を長期的経済発

展につなげるため、行政能力や透明性の向上による財政管理・金融機能の強化、高度な知

識・技術を有する人材育成、関連法・制度整備やその運用能力の向上等のガバナンス体制

の確立・定着に向けた支援を実施する。」としている。 
JICAはモンゴルの市場経済体制移行を支援する協力の一環として、1998年より徴税制度

構築や納税者情報システム構築など、GDTの機能強化に向けた枠組みづくりを支援してき

た。 
2006年からはそれまでの協力の集大成として、先に実施された開発調査で策定された「短

期行動計画」に基づいた①人材育成体系の構築、研修システムの実施支援、並びに②公平

かつ公正な徴税業務の実現に係る技術移転、③納税者サービスの向上に向けた知的支援の3
つのコンポーネントから構成される技術協力プロジェクト「税務行政強化プロジェクト」

を2008年まで実施した。同プロジェクトの事後評価によると、申告事積の改善、税務調査

による追加徴税の効率性の改善が達成され、滞納処分についても徐々に改善効果が発現し

てきている。しかし、徴収分野に関しては対応すべき課題が残されており、また同プロジ

ェクトでは国際課税分野には取り組んでいなかった。 
本プロジェクトは、納税者サービスを重視した税務行政のあり方と、適切な国際課税制

度の運用などを強化する。モンゴルが進める国際課税をはじめとする、税制改革を更に深

化させるためには、税制への信頼、特に公正かつ公平な税務行政が行われるよう、国民の

支持を得ることは不可欠である。そのための支援の意義は大きく、わが国の対モンゴル支

援の方向性とも合致している。第二に税務行政改善の効果である公平かつ適切な徴税制度

の実現、透明な国際課税が正しく運用されることによって好ましい投資環境をつくること

ができる。その結果として投資の活発化を図ることができるなど、モンゴルの経済改革に

寄与することが可能である。 
 

５－１－２ 有効性 
本プロジェクトの有効性は以下の理由により目標達成の見込みは高いと考えられる。 

 
（1）段階的な実施計画 

本プロジェクトは3つの成果を、段階を追って実施する計画となっている。それぞれの成

果の前段では、専門家がC/Pと協力し、情報収集・その分析を行うこととした。この情報収

集と現状分析に基づいて実施するように計画されている。成果1は、国際税務の基礎を習得

することとして、モンゴル国内で実施するセミナーを通じ、導入的な内容について知識を

中心に習得させることができる。成果2は、国際税務を運用するための基盤づくりで、国際

課税に関してより高度な内容の習得、自らの職場での応用に加え、情報交換（EOI）に関す

る支援が含まれる。また、成果3については、過去にわが国の技術強力によって設置された

コールセンターでの顧客対応、蓄積された税務情報のニーズ等のノウハウを生かすことも

考慮している。本プロジェクトは、これらを段階的に習得するように設計されており、3つ
の成果を達成する蓋然

がいぜん

性は高いと考えられる。セミナーの参加者は、成果2で行う本邦研修

の段階で半分に選定し、適切な対象者を参加させることで、より高度かつ専門性の高い内
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容を着実に習得させることとしている。 
 

（2）日本の国際課税の経験を生かしたコンテンツ 
国際課税に関する能力開発は、モンゴル側がその強化ニーズを認識し、わが国に要請し

たものである。モンゴル側は、国際課税の強化に寄与する人材の育成及び関連する実施体

制・組織強化に強い意思をもっている。日本側は、わが国の税務行政における国際課税の

経験を基礎として実施することから、プロジェクト目標の達成の可能性は高いと考える。

国際課税は、ごく少数の人員が従事する専門的な分野で、モンゴル側もこの考え方を理解

している。同分野の技術移転は、日本の税務大学校で長年その効果が確認された内容を基

礎に作成されており、モンゴルの対象者に必要な知識・技能を移転することが可能である。

モンゴル側も、この内容の習得に強い意思を有しており、対象者の選考・選抜並びに、研

修効果確認を精緻に行うことに同意している。 
徴税分野の能力強化に関しては、モンゴルの現状分析を行ったうえで、さまざまな滞納

整理の手法を整理・検討することにより、モンゴル社会に合致した方法を協働で見つける

ことをめざしている。検討の対象となる催告センターの設立については、NTAが日本国内

で設置している集中電話催告センター室（納税コールセンター）のノウハウが技術移転さ

れることから、その実現性は高い。 
 

（3）既存モンゴル側リソースの活用 
技術移転の成果は、研修センターを通じ、一般の税務職員を対象とした研修プログラム

として利用される。そのためより多くの税務職員に計画的に最新の国際税務に関する知見

を徹底させることができる。また、計画の催告センターにおける納税者とのやりとりには、

既存のサービスセンターやコールセンターに蓄積された納税者サービスのノウハウが活用

できる。このように、モンゴル側の蓄積してきたリソースを活用して、支援することが可

能である。 
以上より、有効性は高いと評価できる。 
 

（4）想定される阻害要因とその回避策 
成果達成のための阻害要因は以下のとおりである。リスク回避のための方策も示す。 

1）催告を受けた納税者が、自発的に納付する。 
現在2,000億MNTともいわれる滞納処理を円滑に進めるためには、モンゴル側は、催告

センターをはじめ、さまざまな方策をとる必要がある。しかし、実際に催告を受けた納

税者が自発的に納税に応じることが必要である。これまでも、職権での差押えや口座の

凍結など強制的な対策をとることができたが、それでも滞納が頻発してきた。納税者が

自発的に納付するようになるには、国民全体の納税意識が高まることが必要で、さまざ

まな広報活動・教育・啓発活動が必要である。GDTは、広報活動・啓発活動など、納税

者サービスを強化しており、今後もこれは継続することから、本プロジェクトの外部条

件とはしていない。しかし、税の重要性に対する国民の理解（納税者意識の向上）は重

要な外部条件として、プロジェクト目標レベルでの外部条件とした。 
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2）C/P職員の異動・配置転換 
プロジェクト実施期間中のC/Pの大幅な異動や退職等は技術移転を効果的に進めるう

えで重要な要素の1つであるが、実際に異動は不可避なことから、外部条件には加えてい

ない。公務員である以上昇進、昇格などによる異動は避けられないものであることから、

C/Pの大幅な異動について留意するにとどめ、仮に異動があってもプロジェクト実施に支

障を生じないよう、日常のコミュニケーションや情報共有が特定のC/Pに偏ることがない

ように業務を進めることが求められる。また、これらリスクを回避するうえからも、コ

ア職員に関しては、①本邦研修の実施時などプロジェクトの節目において選抜を行うこ

と、②2回目の本邦研修の後、それぞれの職場に戻し約1年後に実施するピアレビューに

おいて、再度国際課税業務の経験をもち寄り、知見の共有や新しい概念の学習による知

識の再構築を図ることとした。 
 

５－１－３ 効率性 
以下各項目により、プロジェクトの効率性は高いと考えられる。 

 
（1）投入に見合った活動/成果の達成 

本プロジェクトは、大きな機材を投入する予定もなく、税務行政改善というソフト分野

の知的支援として位置づけることができる。わが国の専門家の派遣は限定的で、ごく少数

の専門的な人材（コア職員）の育成、並びにモンゴル既存の人材育成機関である研修セン

ターの資源を最大限に活用して実施するよう配慮している。また、催告センターについて

も最低限の投入で開始できるよう配慮している。運営のあり方は、NTAが提供する資料・

ノウハウを基に、本邦研修を実施してわが国における類似手法を実際に見てモンゴルに合

った形式に咀嚼して計画・実施する予定である。このことから、早期にモンゴルの実情に

合致したセンターが立ち上がるものと考えられる。 
なお、NTA並びに同税務大学校が専門家を適切なタイミングと期間、モンゴルに派遣す

ることは、最新の税務実務に関する内容を提供するための重要な要素である。 
 

（2）プロジェクト・マネジメント 
効率性を担保するため、以下のようにプロジェクト・マネジメントが適切に行われる仕

組みを整えている。 
まず、投入資源が適切に運営管理されるように、現状把握及び分析→計画→実施→評価

というPDCAサイクルに基づいて実施されるよう配慮した。また、プロジェクトでは、相互

に関連した3つの成果を設定し、成果の達成を確かめながら、段階的に進捗するように計画

されている。 
またプロジェクトの進捗を管理するための合同調整委員会（JCC）が設置されること、そ

の趣旨、開催頻度（最低半年に1回開催）に合意済みである。モンゴル側は特に、事業管理

の側面からJCCの開催頻度をより多くするよう求めており、進捗報告や中途の段階における

成果の達成度をみながら、適切な開催時期を選択し開催されることが予想される。 
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５－１－４ インパクト 
正のインパクトが期待できる。 

 
（1）上位目標達成の見通し 

予測可能な正のインパクトとしては、本プロジェクトの実施により、滞納が解決するこ

とにより、税の不公平感の解消に貢献することが可能である。また、国際課税に関し運用

が明確化することにより、モンゴルの徴税機関が納税者の信頼を高めることになる。これ

らは、投資促進などさまざまなインパクトを得ると予想される。 
予測可能な負のインパクトは、評価時点で見あたらなかった。 

 
（2）技術移転内容の普及の見通し 

国際課税分野では少数の専門家（コア人材）を対象とした技術移転を行う。一方、研修

センターを活用し技術が広範に伝承する仕組みづくりを行った。これにより、約1,700名の

税務職員のうちの大多数が国際税務に関する基本的な研修を受講し、知識を得ることがで

きると予想される。なお、具体的な受講対象者は、プロジェクトにおいて人材育成計画を

立案し、そこで明確化することになる。徴税業務については、当面催告センターに関連す

る職員が対象となるため、プロジェクト終了時における普及の範囲は限定的である。しか

し、徴税に必要なさまざまな提案により制度・手順等の改訂が行われると予想されること

から、MTA全体への普及を期待することができる。 
 

５－１－５ 持続性 
以下の各項目により、本プロジェクトの持続性は高いと評価できる。 

 
（1）事業の持続性 

本プロジェクトは、GDTの専門的な職員への技術移転と並行し、GDTの研修機関を利用

しながら実施する。同センターは、広範な税務職員への再教育を実施することで、同セン

ターの活用によって、専門的な人材育成に加えて、既存のセンターの機能を生かしながら

新しい研修コンテンツを提供することにより、人材育成機能の強化と既存の人材育成メカ

ニズムの活性化を通じた制度づくりを行うものである。このアプローチは、人材流動性の

高いモンゴルにおいて、個人を対象とした能力開発に傾注することのリスクを最小化する

ために、既存の組織の活用や制度の更新を通じて移転した技術を長期的に利用することを

ねらっている。 
 

（2）政策面からの持続性 
モンゴル大蔵省は、世界銀行等の支援を受けながら税制並びに税務行政に係る2つの改革

である、Mid-term National Taxation Development Plan（2012-15）の策定及び、The Second stage 
of Tax-reform（2012-16）を実施中である。これらの改革は、モンゴル政府が、効率的・効

果的かつ透明性の高い徴税業務の確立や、国税庁の徴税機能の強化を通じて、持続的・健

全な財政に不可欠な中長期的な税収確保のために実施されており、本プロジェクトの目的

とも合致している。本プロジェクトは、右改革と並行して実施されることになり、政策的
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な支援・支持を受ける蓋然性が高い。また、右改革にあわせて本プロジェクトを実施する

ことにより、支援内容はモンゴル側の政策意図に合致し、プロジェクトの効果を高めるこ

とが可能である。このことから、本プロジェクトの政策的な持続性は高いと考えられる。 
 

（3）財政面からの持続性 
本プロジェクトの成果がモンゴルの税務行政に自立的に導入され定着することをめざし

て、モンゴル側の費用負担、予算措置の確認に重点を置いた協議を行った。その結果、モ

ンゴル国内で実施される国際課税に関する研修・セミナーへの参加費用（地方から選抜さ

れる参加者の旅費日当を除く）、催告センター設置に伴う納税者情報システムの改良、情報

交換ユニットの運営費用（初期の設立に必要な機材供与費用を除く）など経常的に必要な

経費をモンゴル側が負担することを確認した。 
国際課税に関する税務調停制度の導入・定着がモンゴル側によって自立的に行われるよ

う、モンゴル側の費用負担、予算措置の確認に重点的に時間を割いた。 
新たに採用される常勤調停人の給与、継続研修の費用など、継続的に必要となる経費に

ついては、モンゴル側の負担とすることを確認した。全国の裁判所に設置される調停室の

設備費用の一部については、日本側が機材を供与し支援することとした。 
 

（4）技術面からの持続性 
過去に実施した税務のプロジェクトにおいても、技術移転の成果として整備された制度

並びにその技術的ノウハウ等（コールセンター、ワンストップサービス等）は、着実に根

づいている。このことから、計画中の技術移転の内容が、モンゴル側固有の条件に合致し

た内容に咀嚼され、持続的に発展する蓋然性は高い。 
 

（5）制度面からの持続性 
急速に経済発展を遂げているモンゴルでは、海外直接投資の振興と並び、豊富な鉱物資

源を国民全体の福祉に生かすことが喫緊の課題である。そのために適正・公正な税の執行

が行われることが求められている。本プロジェクトの成果は、右を実現するために不可欠

で、透明性のある国際課税制度が運用できる人材がGDTに確保されることが重要である。

プロジェクト終了後、強化された人員が国際課税に係る課題に取り組み、その技量を伸ば

していくことが期待できる。 
 
５－２ プロジェクト実施上の留意点 

５－２－１ プロジェクト目標・上位目標達成に向けた流れ 
協力概要に示すように、本プロジェクトは3つの成果で構成されている。成果1と成果2は国際

課税に関する能力強化、成果3は徴税に関する能力強化と、2つの課題に対処するプロジェクト・

デザインである。成果1と2は相互に関連している。 
成果1では、国際課税に関するモンゴル国内の現状把握と、将来実務者となりえる職員の基礎

研修を行う。 
成果2では、成果1で調べたモンゴル国内の現状把握に基づく実務者育成研修、将来的国際課

税の実務を担当し他国とも交渉できる人材の育成並びに研修講師の育成を行う（活動2-7～2-10）。
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また、EOIユニットなど実施体制も構築する。 
これら成果1、2により国際課税の体制構築強化を図る。また成果3では制度改訂、催告センタ

ーの開設により、徴収手続きの改善を行う。 
これら成果1～3を通じて、プロジェクト目標にある能力強化が達成される。能力が強化され、

能力のある人材・実施体制による税務行政が実施されるとともに、これら経験を踏まえて、成

果2で育成されたコア人材が国際課税の法制度改訂に貢献することで、上位目標の達成につなが

る見込みである。 
 

５－２－２ 協力期間 
本プロジェクトは要請書によると2年間の技術協力の要請であったが、協議の結果以下の理由

により3年間の技術協力とすることについて合意した。 
第一に、国際課税は、モンゴルの税務当局にとって今般新たに取り組む課題で、その習得に

は、専門性と広範な内容を勘案すると相当の時間〔日本の税務大学校の国際課税の教育課程

（2008年度）では、基礎コース216時間、実務コース468時間。〕が必要と考えられる。国際課税

の実務を支障なく行うため、国際的にも標準的な知見の習得が必須である。これらの習得には、

2年間の協力期間は十分な期間とはいえない。 
第二に、現地調査の結果、モンゴル政府は税制並びに税務行政に係る2つの改革〔Mid-term 

National Taxation Development Plan（2012-2015）、及びThe Second Stage of Tax-reform（2012-2016）〕
を実施していることが明らかになった。本プロジェクトは右改革の動きとも密接に関連づけて

実施すべきところ、同計画の想定期間が2016年まで継続することから、本プロジェクトも2016
年までの3年間とすることが望ましい。 

 
５－２－３ 暫定実施計画（PO） 

合意したPOは、作成時点で既知の情報・条件を考慮して作成した。実施にあたっては、受注

者によって、見直しを行い具体的かつ詳細な計画を立てる必要がある。受注者は、特に想定す

る技術移転の内容に最も効果的な方法を、自身で提案することも可能である。ただし、主にNTA
が行う活動（現地派遣及び本邦研修）は、その実施可能時期が確定しており、POの記載を変更

するためには、NTAの活動を与件として考慮する必要がある。仮に、変更が必要な場合には、

その旨NTAと協議・調整を行う必要がある。 
 

５－２－４ プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM） 
合意したPDMには、なお指標の明確化が必要な項目がある（「（7）最低でもX名の研修センタ

ーの講師候補者が、国際課税に関する講師養成訓練を受ける」）。その他、着手後4カ月以内に現

状分析を含むベース・ライン調査を行う必要がある。主要な調査項目は、「モンゴルの国際課税

に関連する法令、規則及びルールに対するレビュー」、「租税条約運用上の手順・手続き、既存

租税条約の評価結果」、「C/Pの国際課税に関する能力習得ニーズ」、「現在の情報管理の状況の分

析」、「既存の国際課税に関する研修カリキュラムのレビュー」、「現在行われている徴税に関す

る方法やその他の制度に関する調査」などである。 
これら調査の結果は、それぞれ報告書にまとめられ、JCC等の機会に報告することが求められ

る。また、調査の内容は適宜モニタリングのためのデータとして利用する。 
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５－２－５ 国際課税分野 
（1）国際課税に関する実務能力の強化 

国際課税に関して、モンゴルの現行の二重課税防止条約はUNモデルに依拠して作成され

ている。一方工業国を中心として、国際的にはOECDのモデル租税条約が広く用いられてい

る。国際課税においては、各国との租税条約ネットワークと関連する国内法を法的な基礎

として、国際的な租税回避行為への対応をめざした適切な課税権の確保、投資交流の促進、

二重課税の防止等が行われている。そのためには、国際的なスタンダードである租税条約

への知見を基礎として、他国との交渉能力を具備した人材を確保する必要がある。そのた

め、国際課税に関する標準的な知見の涵養・強化を通じて、実務能力の向上を図る。これ

を実施するため、NTAの税務大学校のカリキュラムとその経験を参考に人材育成を行う。

また、既存の研修センターを活用して、人材育成計画の立案、カリキュラム・教材の作成、

並びに教員の養成を支援することとする。 
 

（2）国際課税に係る人材育成の支援 
人材育成について、流動性の高いモンゴルの実状を踏まえ既存の研修センターを活用す

ること、実務に直結した人材育成プラン、カリキュラム及びテキストの作成支援を行うこ

ととした。人材育成については、対象者をコア職員とそれ以外の全税務署職員に分け、役

職に応じた知識と実務能力の育成を図ることとする。 
コア職員については、将来的国際課税の実務を担当し他国とも交渉する可能性があるた

め、国際的スタンダードの知識の取得と業務について知見を蓄積することを目的に、国税

庁職員から選抜された職員を中心に、①本邦研修への参加（20名）、②日本の税務大学校の

カリキュラムを基に作成するモンゴル国内の基礎コースの履修（40名）、更に②の試験の成

績を勘案して選抜された職員（20名）を対象にした、本邦研修並びに高度な研修を実施す

ることとする。 
一般の税務職員については、既存のトレーニングセンターを活用し人材育成を行う。現

在でのトレーニングセンターのカリキュラムのなかに国際課税が含まれているが、テキス

トの内容が実務と直結した内容でないため、参加者の学習意欲が他科目と比較し低いこと

を研修センター教官に確認した。そこで、テキストの改定を行い実務に直結した内容とし、

将来的には通常の税務調査で国際課税について企業へ質疑応答ができる職員の育成を目的

に、カリキュラムとテキストの見直しを行うこととする。 
 

５－２－６ NTAとのスケジュール調整の重要性 
POに示したように、2014年に実施される本邦研修の日程は既に組み込まれている。また、2015

年以降の本邦研修の実施時期と内容は、2014年6月末までに大まかな要望を伝えることが必要で

ある。その他、2015年以降の国際課税に関するNTAからの派遣は、日程並びに内容ともにGDT
の要望や、C/Pの動向、意向等をよくモニターし、その結果をNTAと調整のうえ、派遣要請をす

ることが必要である。 
 

５－２－７ ピアレビュー実施の趣旨とその重要性 
2016年6月ころをめどにC/Pの習得度や応用力を最終的に評価する機会として、ピアレビュー
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（Peer Review & Training）会合を実施する予定である26。本邦研修終了後それぞれをいったん元

の職場（一部は新しい職場）に戻し、業務に従事させる。現在のPOでは、通常の業務に従事す

る期間は、おおむね1年程度となる予定である。それぞれの職場における日常の業務において、

国際課税に関連する経験を収集することが期待される（実際の業務では、「国際課税」に特化し

た業務はほとんどないと思われる。通常の調査や査察等の現場で国際取引を行う法人等の調査

などの事案に触れることが期待される）。C/Pは、約1年の業務のなかで、経験した国際課税に関

連する事例・質問、課題等に対して問題意識をもって業務に当たる。その経験を集約し、ケー

ス・スタディとして取りまとめ、その結果をピアレビューの場に持ち込む。参加者同士は、そ

れぞれの職場での経験を他の参加したC/Pと共有する。そこで発表あるいは、共有される事例を

用いて事例研究を行う。 
また、NTAから参加する専門家も、日本や海外での新しい事例等を紹介する。派遣専門家の

ファシリテーションによって、提示されたさまざまな事例の研究を行う。これによって、新し

い学びの機会をつくる。中核的な20名による同僚同士で学び合う、研究する風土をGDTにつく

ることが目的である。これにより、GDTに学習する組織を形成する基礎をつくることをめざす。 
 

５－２－８ 徴税能力の強化 
（1）滞納整理に対する支援 

GDTは、現在2,000億MNTもの滞納を認識しており、これを解決するためにさまざまな取

り組みが行われている。滞納を減少させるための制度は、滞納者及び税務当局双方にとっ

て必ずしも効果的なものではない。例えば、納付期限後の分割納付に課される利息は、極

めて高利で、分割納税をする納税者は非常に少ない。また、換価手続は、税務当局者にと

っては煩雑な手続き（口座凍結→差押え→執行裁判所での手続き→公売→換価）が挙げら

れている。徴収業務の改善は、日本の取り組みを参考にしつつ、モンゴルの制度・システ

ムを利用した催告コールセンターの設置のほか、さまざまな徴収手続きを紹介することで

徴収手続きの改善を支援することとする。 
 

（2）納税者情報システムの改善 
モンゴル側は催告センターの運営に必要な情報システムの開発を要望した。しかし、日

本側は既存の納税者情報システムを基礎とした、簡易な改修（データベースから日々更新

された滞納者リストの表示、催告時のやり取りの記録等）で十分対応可能と説明し、これ

について合意した。 
 

（3）催告センターに必要な機材の提供 
日本側は、催告センターの日常の運営に必要な機材類（サーバー、机、椅子等）を提供

                                                        
26 この会合の基本となる考え方は、Kolb のExperiential Leaning Cycleのモデルを援用している。Kolb（1984）の「経験学習モデ

ル」は、成人の学習・習得をモデル化した概念で、「経験による学習」の基礎理論として広く知られている。Active Experimentation
（業務・応用）→Concrete Experiences（経験）→Reflective Observation（振り返り）→Abstract Conceptualization（概念化）→

のサイクルを巡り習得する。 
Kolb, David. Experiential Leaning, Experience as The Source of Learning and Development. 1984 Prentice-Hall, Englewood Cliffs, 
New Jersey  
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することとした。なお、機材の提供は、催告センター設立に関するモンゴル側の予算が確

保することを条件とした。 
 

５－３ 過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

５－３－１ 当該プロジェクトの教訓 
モンゴル「税務行政強化プロジェクト」（協力期間：2006 年 1 月～2008 年 7 月）の事後評

価教訓では、シャトル型短期専門家派遣においては、有能な現地コーディネーターを確保する、

現地コーディネーターを効率的に活用しながらC/Pとの共同作業方法を工夫する等の要素を含

めることで、高いレベルでの成果達成と持続性を高めることができることが指摘された。 
また、カンボジア国「国税局人材育成プロジェクト（フェーズ2）」（協力期間：2007 年6 月

～ 2010 年6 月）の終了時評価では、教訓として、組織の能力強化を達成するために、技術移

転の成果の共有や日常業務への適用、体系的な人材育成体制の確立などを支援する具体的な活

動や投入を組み込んだプロジェクト・デザインが必要であることが指摘されている。 
 

５－３－２ 本事業への教訓の反映 
上記の教訓並びに過去の経験を基に、本プロジェクトでは以下の諸点に留意する。 
本プロジェクトでは、税務行政のなかでもとりわけ専門性の高い国際課税分野を扱っており、

C/Pとの正確なコミュニケーションが重要である。日本人専門家は短い派遣期間のなかで、C/P
の意見や自発性を尊重し、業務を遂行することが求められている。このような専門性の高い分

野であることを考慮し、有能な現地コーディネーターを確保することで、C/Pとのコミュニケー

ションの質を高め、効率的に業務を遂行できるように留意する。 
国際課税分野では体系的な人材育成への取り組みが必要である。カンボジア案件の教訓から、

体系的な取り組みのために、コア職員と、それ以外の全税務署職員という2つのカテゴリーの人

材を育成し、育成した研修講師から継続的に実務者が育成される仕組みをつくり、組織として

の能力強化を図る。 
催告センターの運営は過去のサービスセンター支援等で得られたさまざまなノウハウ（納税

者視点のサービス、有益な情報の提供など）を生かし、催告に係る正確な状況を反映し、正確

な納税手続き、法令根拠等を正確に説明・提供できるよう務める。また、取り扱う情報の性質

から情報の秘匿・個人情報の保護などにも配慮し、日常業務への反映に取り組むこととする。 
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第６章 他ドナーの協力状況 
 
６－１ 米国国際開発庁（USAID） 

米国政府は、1990年代、モンゴル財政政策担当者との政策対話を実施し、投資環境整備の一環

として、モンゴルの税率引き下げを提言。これにより、モンゴル税制のフラット化、簡素化を推

進してきた。 
米国国際開発庁は、投資環境整備プログラムの一貫として銀行や税務当局への支援を実施して

いる。税務分野ではGDTのカスタマーサービス向上のための支援を実施。2012年6～7月には、地

方税務署において、複数回のワークショップを実施（Khentii県2日間3回35名、ウランバートル2日
間39名、オブス県2日間30名）。また、ウランバートル市内の税務署に待機者管理システム（番号

札方式）を導入した（2009年にも同様の顧客満足度向上のための支援を実施）。ローカルコンサル

タント投入により上記の活動のモニタリングを実施した。 
 
６－２ 国際通貨基金（IMF） 

IMFは、モンゴル政府に対して経済政策全般（政府予算、中期財政計画の枠組み、財政構造改革、

金融政策、マクロ経済政策、為替政策、金融システム、中期経済予測等）への助言を継続的に行

っている。モンゴルに対しては、2009年3月に実施し支援プログラム（総額2億2,900万米ドル）の

支援を行い、日本もIMFプログラムの枠内で、5,000万米ドルの財政支援を行った。 
IMFは財政支援プログラムの下、モンゴル政府に対して「財政安定法」の導入を働きかけ、2010

年に議会で承認・施行された。同法は、①財政安定化のための基金として、「予算安定化基金」を

設置すること、②2013年より財政赤字をGDPの2％以内に抑えること等を定めている。 
税務に関連する 近の支援例としては、モンゴルが他国と締結している二重課税防止条約に対

するアセスメントを行った27〔国際課税に関するコンサルタント1名（2010～2012）投入〕。その他、

大手納税者（大企業）課税にするアドバイスを行っている〔法制度整備に関するコンサルタント2
名（2010～2012）〕。その結果、法人所得税の申請書につき国際課税の内容を反映するようになっ

た。 
 
６－３ 世界銀行（World Bank） 

世界銀行が実施しているモンゴル政府に対する税制分野での支援は、①財政政策の効率化と、

②税務手続きの改革という、大きく2項目に分けられる。 
前者のうち、GDT向けは、大蔵省が実施中のGovernment Financial Management Information System

（GFMIS）に呼応して、GDT向けのシステム開発（税種ごとのデータベース整備）を実施中。こ

れは、1年延長になり2014年夏ごろまでに、システム開発が終了する予定。30数種のうちの、個人・

法人の所得税、付加価値税を扱っている。それ以外の税種のデータベース開発は、モンゴル側の

自助努力を期待している（実際には、支援する他のドナーを探している）。 
後者税務手続きの改革は、市場経済化直後から整備されてきた税制の大枠を改めるための、第

二次税制改革（The Second Stage of Tax-Reform 2012-2016）へ支援を実施中である。 

                                                        
27 International Monetary Fund. “Mongolia: Technical Assistance Report — Safeguarding Domestic Revenue—A Mongolian DTA Model”.  

URL= http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2012/cr12306.pdf 
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６－４ アジア開発銀行（ADB） 

現在の時点では、インフラ支援が中心で税務に関する支援は実施していない。 



付 属 資 料 

 

１．GDT組織図  
 
２．GDT研修センター（年間実施計画）  

 
３．協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）（PDM、POを含む）  
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